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度予算における社会保障関係費は 31 兆 5,297 億円であり、一般会計歳出（96 兆 3,420 億円）
の 32.7%を占める。ますます厳しくなる財源との関係において、社会保障制度の「持続可能
性」が問われることや、現行制度のさまざまな機能不全が指摘されることも多い。また、社
会的にも、2008 年のリーマンショックや 2011 年の東日本大震災などを受けて、新語・流行
語として、「無縁社会」（2010 年）、「派遣切り」（2009 年）、「ネットカフェ難民」（2007
























野では、自由主義化の傾向が 2006 年を境に変化した[五十嵐, 2008a, 2008b]。社会保障・社
会福祉の分野では、福田政権のもとで社会保障国民会議が設置され、麻生内閣のもとで社会
保障費の 2,000 億円抑制の方針が撤回された。2000 年代の後半には、自公政権下でも、「社
会政策の微
・








沢, 2007: 89; 宮本, 2008: 169-170; 新川, 2009a: 60, 2011a: 89-90, 2011b: 終章; 辻, 2012: 37, 242]。 
改革の中心となった政策分野においても、修正は行われた。例えば、生活保護制度では、




























三つ目に、補足的な理由として、年金や医療・介護など高齢者福祉 [田口, 1969; 新川, 1993; 
衛藤, 1998; Eto, 2001b; 新川・ボノーリ, 2004]、また近年隆盛が著しい女性やジェンダーの関
































[Schattschneider, 1960=1972; 第 4 章]。「紛争の伝染」とは、政策的な帰結は、紛争の規模つ
まり紛争に参加するアクターの規模によって規定されるという考え方である。つまり、紛争
の伝染、その規模の伸縮、そして人々の参与の流動性が政治における説明変数であるとした
[Schattschneider, 1960=1972; 第 1 章]。つまり、シャットシュナイダーによると、紛争におけ
る対立線の引き方を変え、その規模を変更させることがで、政策決定に影響を与えやすくな
るというのである。一方、「政治的機会構造」（political opportunity structure）とは、「たたかい











に注目する議論、➃政治エリートの政治戦略に注目する議論の 4 つを整理する。第 4 節で






本研究が関わる領域では、「社会保障」（social security） 「福祉国家」（welfare state）、
「福祉レジーム」（welfare regime）などの概念が利用されている。具体的な議論に入る前に、
概念の整理を行いたい。 
 「社会保障」（social security） は、資本主義経済の根本をなす労働力の商品化に伴い生
じる問題や矛盾を是正するために整備された制度であり、多くの先進諸国では、20 世紀前
半の大恐慌や戦争による失業・貧困問題への対処として成立した[Polanyi, 1957; Mishra, 1981; 







Wilensky, 1975=1984; Korpi, 1978, 1983; Myles, 1984; Esping-Andersen, 1985]。これに対して、





































な先進諸国の脱商品化の程度を整理した[Esping-Andersen, 1990=2001: 第 2 章]。また、階層
化とは、国家の社会保障制度・福祉政策が、社会階層による国民の分断をどの程度維持・促
進しているのかを示す概念であり、言い換えれば福祉国家の平等化の能力である[Esping-




















Andersen, 1990=2001: 第 1 章]。 
エスピン・アンデルセンは、これらのレジーム間の違いをもたらす要因として、（特に労
働者階級の）階級動員の状況、階級政治的な同盟の構造、そしてレジームの制度化に関する





ズとミッチェルの議論や[Castles and Mitchell, 1992]、地中海沿岸諸国は大陸ヨーロッパと区










という指標によっては捉えられない[Lewis, l992; Orloff, 1993; Daly, l994; Sainsbury, 1994; 
















































な傾向がみられるものの、総じて社会保障の水準は低い[新川, 2011b: 序章]。 
 
 

























                                                        
5 家族主義レジームに分類される国々の多様性を検討した研究として宮本・ペング・埋橋
[2003]が挙げられる。 
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が含まれる6。日本では、社会保障給付費は 108 兆 5,568 億円で、その内訳は年金約 49.7%、





も影響を与えている。図序-2 は、2001 年と 2011 年の OECD 諸国の社会保障給付費を対国
民所得比で示したものである。また、折れ線グラフで示した「差」は、2001 年から 2011 年
の間の伸び率を示している。2001 年、日本は 16.3%であり、これは 34 カ国中 26 位であっ
た。これは、カナダやアメリカと共に低位のグループに属する。しかし、その後の 10 年間
で 6.8%という全体で 3 位となる伸びを見せたことを受け、2011 年には 23.1%と、14 位と中
位グループに位置している。 
 
                                                        
6 政策統括官（統計基準担当）「基幹統計の作成方法に関する通知の受理について」
http://www.ipss.go.jp/ss-cost/j/sakuseifsss2012.pdf（最終閲覧日：2015/08/12）。 














とになったりする [鎮目, 2011; 406]。なお、国民負担率は、租税負担率と社会保障負担率の
合計（租税負担と社会保障負担を GDP で割ったもの）であり、社会保障負担とは、社会保
険料の負担を意味する。図序-3 は、2012 年の OECD 諸国の国民負担率を示した結果である。
日本の 2012 年の国民負担率は 40.5%である。諸外国をみると、アメリカ 34.4%、イギリス












































































































































































図序-3：2012 年の OECD 諸国の国民負担率（対国民所得比）（単位：%） 
注 1：各国 2012 年（度）の数値。なお、日本の平成 27 年度（2015 年度）予算ベースでは、







示した結果である。2012 年の社会保障給付費の総額は、108 兆 5,568 億円である。1992 年は



























本, 2012: 6]。 
175,279 183,795 240,520 
259,975 281,608 286,924 295,530 301,931 314,128 
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501,854 523,447 















































































































































                                                        
9 詳細な言説やアイディアの概念については、次の文献を参照とされたい [近藤, 2006, 




の在り方が重要になる [宮本, 2008]。 
すでに多くの先行研究で論じられてきた通り、言説は、➀政治家や専門家の政策アクター
間で共有される「調整的言説」（coordinative discourse）と、➁一般民衆に働きかけ支持を取
り付ける「コミュニケーション的言説」（communicative discourse）に区別される [Schmidt, 




learning）やアイディアの政治論 [Hall, 1993; Cox 2001]、政策アイディアの転移に重きを置




























年には福祉サービスに対して 1 割の応益負担を求める障害者自立支援法が成立した。 
しかし、小泉構造改革の進展に伴い、新自由主義を基礎としたワークフェア改革と格差や
貧困の拡大を関係づける言説が一般に広がり、格差社会についての本が高い売れ行きを見






の推進も唱えられるようになった。例えば 2007 年 2 月からは「成長力底上げ戦略」のなか
で賃金水準の引き上げなどが問題とされ始めた。福田康夫内閣のもとでは、「社会保障国民
福祉国家形成の政治 福祉国家削減の政治 福祉国家再編の政治











































い場合は、出来る限り自分の責任を見えない形にする[Weaver, 1986: 371-372]。 
 日本については、新川敏光が「手柄争いの政治」の枠組みを用いて、2000 年代以降の福
祉の自由主義化とその修正を説明している。先に述べた通り、新川敏光は日本型福祉レジー
ムの再編を、家族主義の強化が進んだ 1980 年代、家族主義の弱体化が進んだ 1990 年代、自
















章に譲るが、ひとり親家庭等福祉対策予算の総額は約 2,252 億円（2015 年度）、障害者施策
関連予算の総額は約 1 兆 4,701 億円（2014 年度）、生活保護は約 2.6 兆円（2011 年度）であ
り、全て足すと社会保障関係費の約 1 割程度になる。これは、年金の約 10.4 兆円（2011 年











                                                        









は、分析の枠組みを整理する。第 2 章と第 3 章では、量的な調査データを利用して、福祉団
体の分析を行う。この二つの章では、福祉団体の活動の動向と特徴を把握することを目標と
する。第 4 章から第 7 章は事例分析である。量的な分析と事例分析を通して、福祉団体の活
動と政策決定の間の因果関係を明らかにすることを目指す。以下、各章の内容を概観する。 













第 4 章から第 7 章では、具体的な事例分析を行うことで、福祉団体の行動と政策的帰結













































すでに述べた通り、第 2 章と第 3 章では量的な調査データを用いた分析を行い、第 4 章
から第 7 章では事例分析を行う。 
まず、第 2 章と第 3 章では、量的なデータを利用する。用いるデータは、2012 年に実施





・「平成 23-24 年度団体に関する調査」（2012 年） 
 2012 年 5 月～8 月に、団体基礎構造研究会（代表・辻中豊筑波大学教授）によって行われ
た面接法と訪問留置法による団体調査。調査対象は、審議会等委員派遣、国会出席、税制改
正要望提出などの基準で選ばれた 675 であり、有効回答は 298（44.1％）。調査方法に関す
る詳細は辻中編[2014]を参照とされたい。 
 
・「東日本大震災後の原発賠償に関する調査」（2014 年～2015 年） 
2014 年 10 月～2015 年 1 月に、日本学術振興会「東日本大震災学術調査」事業「政治・政
策」班（研究代表・辻中豊筑波大学教授）によって行われた郵送調査。調査対象は、東日本




















































〔 マ マ 〕
の政治への人々の関与を促




























造とは運動成功の見込みが低い状態を指す[Eisinger, 1973: 15]。 
 政治的機会構造論を利用して、アメリカ 43 都市の社会運動の差異を説明したアイジンガ

























た[Schattschneider, 1960=1972; 第 4 章]。図 1-1 は、このような議論を概念化したものである。
以下、少し長いが、この図について触れたシャットシュナイダーの議論を引用する。 
 
ブロケット クリージら ルフト タロー





























円は政治の世界を表し、AB および CD は無限の事例のなかで分裂のありうる二つの線であ
る。図で示された分裂は、まったく相互に一致するものではない。すなわち、一方から他方
へと移行することは、政治的系列の全面的編成を含んでいる。それぞれの側の構成が移行の

























この概念をもう少し具体的にみてみよう。図 1-2 の p の円のような紛争規模において、多
数を擁する「グレイ」集団に対して、少数の「ホワイト」集団は、紛争を q まで拡大すれば、
多数派になることができる。また、同様に、q の規模において現在 A-B ラインの対立線を、
H-G に変えると、対立の様相が変わり、当然多数派・少数派も変化し、関与するアクターも


































































































淡路, 1981; 船橋, 1985; 長谷川, 1989, 2003; Rosenberg, 1991; Paris, 2001; Kostiner, 2003; 大塚, 

























































































れている。1980 年に行われた第 1 回圧力団体調査に基づいて福祉団体の行動様式を分析し
た村松岐夫[1983]によると、福祉団体は本系列の団体と大差ないほど自民党に対して接触を
行う。また、彼らは、政策受益団体であり行政との繋がりも強い[村松・伊藤・辻中, 1986]。






































                                                        
1 例えば、日本医師会については田口[1969]、高橋[1986]、池上・.キャンベル[1996]が詳し
い。 





























註 1：N は「格差是正」のものを示している。 
註 2：網掛けは 3.8 点以上、太字は 2.2 点以下の部分を示している。 
 
市民・ 農林 経済・ 行政
政治 水産業 業界 関係
<福祉、労働、経済政策>
財政が苦しくても福祉は充実すべきだ 3.9 4.2 3.7 3.7 3.3 3.7 4.1 3.6 3.5 3.3 3.6
政府の主要な課題は格差是正である 3.8 4.3 3.7 3.9 3.4 3.5 3.1 3.4 3.7 3.4 3.6
政府は産業の空洞化を回避するべきだ 3.9 4.4 3.6 4.1 4.1 4.0 4.4 3.5 3.7 3.6 4.0
非正規労働者の増加はやむを得ない 2.1 1.5 2.2 2.4 2.8 2.2 2.5 2.8 2.6 3.4 2.4
外国人労働者を受けいれるべきだ 3.2 2.8 3.3 3.0 3.3 3.2 3.1 3.0 3.0 3.7 3.2
経済に対する国の介入は少ない方がいい 2.8 2.3 2.9 2.7 3.2 3.2 3.3 3.1 3.3 3.3 3.0
<安全保障>
中国ともっと親しくすべきだ 3.4 3.8 3.6 2.8 3.3 3.2 3.1 3.3 3.3 3.7 3.4
日本は防衛力を強化すべきだ 2.9 2.1 2.2 2.9 3.3 2.9 3.4 2.9 3.0 3.3 2.9
日米安保を維持すべきだ 3.1 2.4 2.4 3.5 3.5 3.7 4.0 3.3 3.1 3.6 3.2
憲法改正すべきだ 2.8 2.1 2.2 3.0 3.3 2.8 3.2 2.6 3.1 3.4 2.8
<市民の政治参加>
公務員の争議権を認めるべきだ 3.3 4.4 3.7 3.1 3.1 2.9 2.6 3.5 3.2 3.3 3.2
市民の政治参加を拡大すべきだ 3.8 4.3 4.4 3.7 3.5 3.9 3.8 3.8 3.6 3.7 2.8
政権交代があることが望ましい 3.4 3.3 3.2 3.3 3.4 3.5 3.6 3.6 3.4 3.6 3.2
<その他>
原子力を推進すべきだ 2.2 1.9 1.5 2.8 3.1 2.8 2.4 2.5 2.5 2.9 2.5
政府は教育問題に関与すべきだ 3.3 3.1 2.7 3.1 3.3 3.2 3.9 3.0 3.4 3.3 3.2















人で 3.54 点、最も評価の高い中曽根でも 4.78 点に過ぎない。また、他の団体分類と同様に、
























言えない」と回答し、約 3 割の団体が低い評価を与え、同じく約 3 割の団体が高評価を与え
中曽根 6.3
6 中曽根 6.31 小泉 6.3 中曽根 6.1
橋本 5.67
中曽根 5.56
小泉 5.95 細川 5.56
5.5 橋本 5.69 橋本 5.6 村山 5.50
鳩山 5.41 中曽根 5.17
小泉 5.17
橋本 5.4 野田 5.30 村山 5.00
5 野田 5.03 小泉 4.8 小泉 5.00 橋本 5.00
村山 4.9
菅 4.7 村山 4.6 中曽根 4.78
村山 4.97 細川 4.6 細川 4.6 橋本 4.70
4.5 細川 4.87 野田 4.6 野田 4.6 野田 4.62 村山 4.54
細川 4.46 菅 4.30
野田 4.47 細川 4.33 野田 4.19 細川 4.25




菅 3.4 菅 3.90 細川 3.90 鳩山 3.65 中曽根 3.62






SD N SD N SD N SD N SD N SD N SD N SD N
野田 1.7 80 1.1 7 1.3 14 1.1 10 2.9 30 1.7 13 2.1 48 2.7 30
菅 1.8 80 1.4 7 1.7 14 2.0 10 2.2 29 2.2 13 2.1 48 1.9 30
鳩山 2.0 79 0.9 7 1.8 14 2.0 10 2.3 29 2.4 13 2.4 48 2.2 30
小泉 2.1 77 1.1 7 2.6 14 2.3 10 2.0 29 2.9 12 2.6 48 2.9 30
橋本 1.4 77 1.5 7 1.9 14 2.4 9 1.9 28 2.5 12 2.1 47 2.3 29
村山 1.3 77 1.3 7 1.6 14 1.4 8 2.3 29 2.0 12 1.6 46 1.9 29
細川 1.3 77 1.0 7 1.9 14 0.7 9 2.1 29 2.1 12 1.6 46 2.1 28

































0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 N 0～4 5 6～10
野田佳彦（民・国新） 10.4 2.1 4.2 18.8 10.4 35.4 4.2 8.3 6.3 0.0 0.0 48 45.8 35.4 18.8
菅直人（民・国新） 12.5 4.2 14.6 12.5 16.7 31.3 2.1 4.2 0.0 2.1 0.0 48 60.4 31.3 8.3
鳩山由紀夫（民・社・国新） 14.6 4.2 18.8 8.3 8.3 27.1 8.3 6.3 2.1 2.1 0.0 48 54.2 27.1 18.8
小泉純一郎（自・公） 14.6 6.3 8.3 12.5 10.4 25.0 4.2 2.1 14.6 2.1 0.0 48 52.1 25.0 22.9
橋本龍太郎（自・社・さ） 6.4 4.3 6.4 4.3 8.5 40.4 12.8 10.6 4.3 2.1 0.0 47 29.8 40.4 29.8
村山富市（自・社・さ） 2.2 2.2 4.3 17.4 8.7 50.0 6.5 4.3 2.2 2.2 0.0 46 34.8 50.0 15.2
細川護熙（非自民8党） 2.2 2.2 6.5 15.2 13.0 45.7 8.7 0.0 6.5 0.0 0.0 46 39.1 45.7 15.2






























野田 菅 鳩山 小泉 橋本 村山 細川 中曽根
相関係数 -.345* -.604** -.321* -.315*
N 45 45 44 44








「協調がない」と回答したのは 13.7%のみであり、労働団体の 6.5%、市民・政治団体の 11.1%
に次いで少なかった。また、福祉団体は平均 2.9 団体と協調関係があるが、これは労働団体












































                                                        
3 福島第一原子力発電所の事故の被害者の弁護や支援を行う全国の弁護団 31 に対して行っ
た調査である。有効回答数は、24（77%）である。調査の詳細は、大倉[2015]を参照とさ
れたい。 
1 2 3 4 5 6 7 １～3 5～7
 対立的  中立 協調的 （対立的）（協調的）
福祉団体 0.0 2.1 4.2 18.8 29.2 18.8 27.1 48 6.3 75.0
専門家団体 0.0 4.0 2.0 30.0 24.0 24.0 16.0 50 6.0 64.0
行政関係団体 0.0 0.0 0.0 43.8 25.0 14.6 16.7 48 0.0 56.3
市民団体・NPO・NGO 0.0 0.0 0.0 46.7 26.7 13.3 13.3 45 0.0 53.3
教育団体 0.0 0.0 0.0 57.5 15.0 10.0 17.5 40 0.0 42.5
マスメディア 0.0 0.0 4.1 55.1 14.3 10.2 16.3 49 4.1 40.8
消費者団体 0.0 0.0 5.1 56.4 17.9 10.3 10.3 39 5.1 38.5
労働団体 0.0 2.8 2.8 61.1 19.4 2.8 11.1 36 5.6 33.3
政治団体 0.0 2.4 0.0 64.3 26.2 2.4 4.8 42 2.4 33.3
大企業の経済・業界団体 10.3 0.0 2.6 61.5 12.8 5.1 7.7 39 12.8 25.6
中小企業系の経済・業界団体 0.0 5.1 2.6 66.7 12.8 5.1 7.7 39 7.7 25.6
































































それでは、福祉団体は、具体的にどの政党と接触するのであろうか。表 2-7 は、2009 年の
政権交代前後の団体の接触政党の割合を示した結果である。全体と比べると、政権交代の前
後を問わず、福祉団体は 10~15%程度二大政党への接触率が高い。公明党、共産党への接触











るようだ。複数の政党に接触する場合、約半数に当たる 47.4%の団体が 2 つ～3 つの団体に
接触している一方で、4 つ以上の政党に接触する政党も 44.7%と約半数を占めている。4 つ
以上に接触する割合は、行政関係に次いで 2 番目に多い。また、7 つというほぼ全ての政党
に接触する団体も 23.6%存在する。つまり福祉団体の政党接触の傾向として、➀1 つの政党








                                                        
4 政党との関係について「A 与野党を問わず、特定の政党を常に支持・支援する、B 複数
の政党との関係を維持する」という二つの考え方を提示し、「A に近い」、「どちらかと
いえば A」、「どちらかといえば B」、「B に近い」の四段階で回答を得た。ここで示し
たのは、「どちらかといえば B」、「B に近い」の合計の割合である。 
度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
民主党 26 54.2 35 70.0 116 45.3 164 62.4
自民党 38 76.0 31 60.8 155 59.8 131 49.8
公明党 26 53.1 27 54.0 89 35.0 88 34.0
共産党 13 27.1 13 26.5 45 17.9 44 17.2
社民党 14 29.2 13 26.5 63 24.9 61 23.7
みんなの党 12 25.0 13 26.5 35 14.1 39 15.3
国民新党 13 27.1 15 30.6 37 14.9 42 16.4
その他 2 15.4 1 8.3 11 12.2 10 11.1
福祉団体 全体





註 1：網掛けは 20%以上の部分を示している。 
 
以上のような、福祉団体の複数政党への接触傾向は、2009 年の政権交代によって生じた
のだろうか。それ以前から見られる傾向だったのだろうか。表 2-9 は、2009 年の政権交代前
後の福祉団体の接触政党数の割合とその変化率を示した結果である。政権交代前は 1 つの
政党のみに接触する団体が 20%存在したのに対して政権交代後は 7.9%まで減少している。
また政権交代後は、2 つ～3 つの政党に接触する団体が合計で 10%程度増加している。つま
り、政権交代以降、1 党のみに接触していた団体が複数政党接触に切り替えたことが推察さ




表 2-9：2009 年の政権交代前後の福祉団体の接触政党数の変化（単位：％） 
 
註 1：網掛けは 15%以上の部分を示している。 
 
1 2 3 4 5 6 7 8 N 1つ 2～3 4つ以上
農林水産業 11.1 77.8 0.0 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0 9 11.1 77.8 11.1
経済・業界 26.0 22.0 28.0 8.0 6.0 0.0 6.0 4.0 50 26.0 50.0 24.0
労働 31.0 31.0 17.2 0.0 10.3 0.0 6.9 3.4 29 31.0 48.2 20.6
教育 0.0 30.0 60.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 10 0.0 90.0 10.0
行政関係 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 25.0 25.0 25.0 4 0.0 0.0 100.0
福祉 7.9 23.7 23.7 10.5 7.9 2.6 23.7 0.0 38 7.9 47.4 44.7
専門家 66.7 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3 66.7 33.3 0.0
市民・政治 12.9 22.6 22.6 12.9 6.5 12.9 6.5 3.2 31 12.9 45.2 42.0
宗教 16.7 66.7 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6 16.7 83.4 0.0
その他 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2 0.0 100.0 0.0
全体 18.1 28.0 24.2 7.1 7.1 3.3 9.3 2.7 182 18.1 52.2 29.5
註：網掛けは20%以上の部分を示している。
1 2 3 4 5 6 7 8 N
政権交代前（自民党政権下） 20.0 20.0 17.5 10.0 10.0 2.5 17.5 2.5 40
政権交代後（民主党政権下） 7.9 23.7 23.7 10.5 7.9 2.6 23.7 0.0 38








目されてきた[田中 1974a, 1974b; 村松, 1994; 伊藤, 1995]。しかし、総体としてみると行政も
しくは政党が働きかけ先として信頼されており、裁判所を有効なルートであると見なす団




















➂当該年度 3 月 31 日現在裁判所に係属している事件について調査した結果である。行政裁
判でも市以外の機関が対象となった事件は含まれていない。 
1992 年度に 269 件であった合計の訴訟数は 1999 年には約 2 倍の 578 件となった。調査対










註 1：2000 年度から東京 23 区が調査対象に加えられた。 
註 2：1993 年度にはその他に「公営企業関係」（1 件）を含む。 
出典：全国市長会「都市における訴訟の係属状況に関する調べ」（各年版）より作成。 
 
 また、図 2-2 は、裁判所が公開する「裁判例情報」というデータベースから、政策分野
ごとの裁判数の推移を作成した結果である。裁判 1 万件当たりの当該裁判件数の推移を示




                                                        
5 データの作成方法は、Appendix を参照とされたい。 
建築 租税 職員 環境衛生 厚生福祉 教育行政 商工・農林 その他の 福祉の占める 調査対象
行政 関係 関係 行政 行政関係 関係 行政関係 行政事件 割合（％） 都市数
1992年度 114 46 27 11 1 9 8 53 269 0.4 663
1993年度 117 50 26 16 9 7 6 78 309 2.9 663
1994年度 92 93 21 14 9 9 4 108 350 2.6 663
1995年度 98 109 17 7 8 10 4 105 358 2.2 666
1996年度 123 84 25 7 15 14 4 116 388 3.9 669
1997年度 131 132 30 30 24 60 12 98 517 4.6 670
1998年度 166 128 61 40 35 39 14 155 638 5.5 671
1999年度 113 146 49 34 27 33 17 159 578 4.7 671
2000年度 182 198 74 67 58 103 34 260 976 5.9 693
2001年度 189 156 69 59 60 74 35 299 941 6.4 695
2002年度 184 152 71 67 66 58 33 332 963 6.9 698
2003年度 213 158 77 81 71 63 17 335 1015 7.0 712
2004年度 212 172 78 71 73 58 34 296 994 7.3 755
2005年度 205 154 105 75 106 72 39 329 1085 9.8 800
2006年度 254 158 108 66 128 66 34 383 1197 10.7 805




















































































































































                                                        




1991 34 7 18 1576 1635
2001 40 13 33 1828 1914




1991 2.1 0.4 1.1 96.4 100.0
2001 2.1 0.7 1.7 95.5 100.0





























度数 ％ 度数 ％ （a）-（b）
民主党 9 60.0 35 70.0 -10.0
自民党 10 62.5 31 60.8 1.7
公明党 10 62.5 27 54.0 8.5
共産党 6 40.0 13 26.5 13.5
社民党 6 40.0 13 26.5 13.5
みんなの党 5 33.3 13 26.5 6.8
国民新党 4 26.7 15 30.6 -3.9

























全く あまり ある かなり 非常に
ない ない 程度 頻繁 頻繁
訴訟支援なし 5.3 5.3 52.6 28.9 7.9 38
訴訟支援あり 0.0 18.8 62.5 12.5 6.3 16
全体 3.7 9.3 55.6 24.1 7.4 54
全くない＋ 「ある程度」「かなり頻繁」
あまりない 以上 以上
なし（a） 10.5 89.5 36.8
あり（b） 18.8 81.3 18.8























％ N ％ N ％ N ％ N
農林水産業 14.3 14 7.1 14 14.3 14 14.3 14
経済・業界 8.2 85 21.4 84 14.1 85 20.2 84
労働 45.2 31 29.0 31 45.2 31 19.4 31
教育 6.7 15 20.0 15 20.0 15 26.7 15
行政関係 7.7 13 16.7 12 30.8 13 25.0 12
福祉 28.0 50 27.1 48 51.0 49 40.8 49
専門家 0.0 7 0.0 7 0.0 7 28.6 7
市民・政治 37.1 35 41.2 34 35.3 34 32.4 34
宗教 0.0 9 22.2 9 0.0 9 11.1 9
その他 14.3 7 0.0 7 0.0 7 0.0 7
全体 19.9 266 23.8 261 27.3 264 25.2 262
註：太字は占める割合の大きい上位三分類を示している
政策方針修正阻止経験 政策方針実施経験










価は低く、それ以外ではやや高い。具体的には、菅、鳩山、野田、小泉を 5 割弱から 6
割強の福祉団体が評価しない。橋本、中曽根に対する評価は 2 分しており、評価する団
体と評価しない団体がそれぞれ 3 割程度ずつ存在する。小泉に関しても、全体としては
評価しないに傾くものの、極端に高く評価（8 点以上）する福祉団体も 2 割弱存在する。 
③ ただし、裁判の支援を行う福祉団体は、福祉団体全体と比べて、小泉、中曽根、橋下ら
をとくに低く評価し、菅、鳩山、村山をある程度評価する。 








的であると回答する団体が 1 割存在する。 
⑦ 法律家や弁護団の側からみても、NPO・NGO・市民団体などの市民セクターは、政党や
行政と比べて、協調関係をもつことが多い。 
⑧ 約 9 割の福祉団体は、行政からの相談がある程度以上ある。具体的な関係は、行政から
の補助金・助成金の受領や、予算編成への働きかけが多い。 
⑨ 福祉団体は、2 大政党に対する接触率が高い。 
⑩ 2009 年の政権交代後は、1 つの政党のみに接触する団体が 10%以上減少し、2 つ以上の
政党に接触する団体が増加した。政権交代前に自民党一党接触を行っていた団体の多











⑭ 福祉団体の 8 割弱が自分の関連分野に対する影響力は「ある程度」以上強いと考えてい



























川, 1989, 1993, 2003; Rosenberg, 1991; Kidder and Miyazawa, 1993; 大塚, 1999, 2004, 2005; 
Paris2001]。また団体研究を行う政治学者によって、サーベイ調査に基づいた量的な研究が










を検討し、裁判所とそれを利用する団体に関する議論の論点を整理する。第 2 節から第 5 節


































中, 1986; 辻中, 1988: 第 6 章]。 







































てくる[大沢, 1988: 14-20]。 
宮澤節夫は、大沢の議論をより日本の文脈に当てはめて考え、自社さ政権以前という限定
つきで、自民党・政府にアクセスできる者は、そうでない者に比べて、政策過程やその執行









































造研究会）によって、2012 年 5 月から 8 月の期間に実施されたものである。全国規模で活
動する団体の活動実態などを把握する目的で、675 団体を対象として実施された。調査方法
は、政治との関係に関する項目は面接調査で、組織の概要等に関する項目は留置調査で行い、
















































































































































％ 度数 ％ 度数
政党(ないし議会) 46.5 112 45.3 91
行政 51.9 125 50.2 101
裁判所 1.7 4 4.5 9













































































































































































支援型団体は、29.0%が 5,000 万円以下の費用で 1 年間の活動を行っており、70%程度が 4
億円未満で活動している。一方、訴訟支援を行わない団体の中で、5,000 万円以下で活動し







次に正規職員数をみてみよう（図 3-3）。裁判支援型団体では、22.8%が 0 人、45.6%が 1～
9 人で活動しており、10 人以上が活動しているのは、合計で 30.6%である。一方、裁判支援



















































団体の 30.2%が非正規職員 0 人、45.3%が 1～3 人で活動しており、10 人以上で活動する団
体は 7.5％に過ぎない。他方、訴訟支援をしない団体では、25.4%が 0 人、1～3 人が 39.9%、
10 人以上で活動をする団体も 19.7％存在する。つまり、裁判支援型団体は、裁判支援をし









































































































































































支援なし 24.9%）、➁格差是正（訴訟支援あり 74.1%、支援なし 41.7%）、➂福祉充実（訴
訟支援あり 77.6%、支援なし 45.3%）、➃市民の政治参加の拡大（訴訟支援あり 80.0%、支
援なし 53.2%）、➄中国ともっと親しくすべき（訴訟支援あり 53.4%、支援なし 31.4%）、
⑪防衛力強化（訴訟支援あり 11.9%、支援なし 23.8%）、⑫国の経済に対する介入の縮小（訴
訟支援あり 8.6%、支援なし 20.9%）、⑬原子力を推進すべき（訴訟支援あり 6.6%、支援な
し 20.0%）⑭政権交代があることが望ましい（訴訟支援あり 30.5%、支援なし 46.0%）、⑮





























































































































































































































































「次にあげる歴代政権」とは、表 5-6 に示した 8 つの政権である。 


















度数 平均値 標準偏差 度数 平均値 標準偏差 (a)-(b)
野田 佳彦 政権
（民主党・国民新党連立）
54 3.2 2.7 246 4.6 2.1 -1.3
菅 直人 政権
（民主党・国民新党連立）
53 4.0 2.1 245 3.8 2.0 0.2
鳩山 由紀夫 政権
（民主党・社民党・国民新党連立）
53 4.5 2.4 244 3.7 2.2 0.8
小泉 純一郎 政権
（自民党・公明党連立）
53 2.5 2.7 241 4.7 2.7 -2.1
橋本 龍太郎 政権
（自民党・社会党・さきがけ連立）
51 3.2 2.3 237 4.8 2.1 -1.6
村山 富市 政権
（自民党・社会党・さきがけ連立）
51 3.9 2.0 236 4.6 1.7 -0.8
細川 護煕 政権
　（非自民８党連立）
50 3.9 2.0 236 4.6 1.7 -0.6
中曽根 康弘 政権
（自民党単独）



































































































































































































































援を行わない団体の 18.2％と比べて 35％以上多い（訴訟支援あり N=11、なし N=11）。他
方、自民党に目を移すと、裁判支援型団体は 22.2％であるのに対して、訴訟支援をしない
















訴訟支援あり(a) 18.4% 88.3% 83.6% 85.0% 85.0% 20.0% 21.8% 15.5% 60
訴訟支援なし(b) 28.8% 97.1% 77.5% 76.5% 70.9% 8.7% 13.3% 46.0% 210


















































④ 裁判支援を行わない団体と比較すると、裁判支援型団体は 5,000 万円以下で活動する割





































































障を公平に行うために2、母子福祉年金の補完的制度として整備された [田宮, 2009: 97]。こ
のように、さまざまな法律や制度に基づいて個別に実施されていた母子福祉政策の中心と
なる法の制定を求める機運が高まり、1964 年には、母子福祉の基本原理を明記した「母子
福祉法」が制定された。1981 年には「母子及び寡婦福祉法」へ改正された [大里, 2010: 40]。
手当の拡充が進んだ 70 年代までとは異なり、80 年代以降は給付水準の見直しなど制度の見
直しが進められたが、原則として児童扶養手当を中心とした所得保障がその中心にあると
いう特徴は残されている [藤原, 2003: 53]。 
しかし、1990 年代以降、高齢化の進展で 1 兆円規模の自然増が見込まれる社会保障費の
削減が小泉内閣によって打ち出されたことを受けて、児童扶養手当を含む母子福祉政策も




                                                        












年 11 月には母子及び寡婦福祉法等が改正され、支給 5 年後（2008 年 4 月）から手当の一部
支給停止を含む決定がなされた。しかし、手当支給停止が始まる 2008 年に先駆けて、2006








2003; 湯澤, 2004a, 2005; 阿部・大石, 2005; 藤原, 2005; 神原, 2006]。就労率の推移をみると
戦後一貫して 8 割台から 9 割台であり[湯澤, 2005]、女性の平均就業率（46.6%）、ほぼ同年
代である 25 歳から 54 歳までの女性の就業率（65.6%）、子のいる母の就業率（53.1%）と
比較しても際立って高く[藤原, 2008: 8]、他国のシングル・マザーと比較しても最も高い [ブ
ラッドショー・埋橋, 1997; Bradshaw et al., 2000]。母子家庭の母の就労形態の推移をみてみ
よう。1983 年に 65.4%であった正規の職員・従業員の割合は 1998 年には 50.7%、2011 年に
は 39.4%まで低下した。一方、1983 年に 9.0%であったパート・アルバイト、派遣社員など




























ている（児童扶養手当法第 1 条）。支給対象者は、18 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日
までの間にある児童（障害児の場合は 20 歳未満）を監護する母、監護し、かつ生計を同じ
くする父又は養育する者（父母など）である6（生活保護法第 4 条 1 項）。ただし、母もし
く父の配偶者に養育されているときや（生活保護法第 4 条 2 項）、公的年金の加算対象とな
っているときは給付を受けることができない（生活保護法第 13 条 2 項）。所得に応じて全
額もしくは一部が支給される仕組みになっており、児童一人の場合の全額支給額は月額
41,020 円、一部支給額が月額 41,010 円から 9,680 円である。2 人以上の児童を養育する場合
には、2 人目は 5,000 円、3 人目以降は 1 人につき 3,000 円が加算される7（2014 年 4 月現
                                                        
5 厚生労働省「平成 23 年度全国母子世帯等調査報告」
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/boshi-katei/boshi-
setai_h23/（最終閲覧日：2015/08/22）。 
6 ただし、父親が給付の対象となったのは、2010 年 8 月からである。 













図 4-1：児童扶養手当全部支給、一部支給の所得上限の推移（扶養親族 1 人）（単位:円） 
出典：生活保護費及び児童扶養手当に関する関係者協議会「生活保護及び児童扶養手当に




 図 4-2 は、児童扶養手当の受給者数の推移を示した結果である。ひとり親世帯の増加に伴
い、児童扶養手当の受給者の増加している。受給者は 1980 年代から 1990 年代にかけて約
60 万人程度で推移してきたが、2000 年に 70 万人を突破すると、2004 年には 90 万人、2010







註 1：2010 年度から、父子家庭の父を支給対象とした。 









年度予算案の総額は約 2,252 億円であり、前年から 13 億円の削減となった。社会保障関係
費は約 31 兆 5,297 億円であるため、社会保障関係費に占めるひとり親家庭等福祉対策予算
は、約 0.7%になる。 
内訳は、➀就業支援策や子育て支援に 413 億円、➁経済的支援に 1,762 億円（うち、児童
扶養手当が 1,718 億円）、➂活躍促進に 8 億円、➃配偶者からの暴力への対策等に 69 億円
である8。全体で 2,252 億円のうち、約 75%は児童扶養手当の予算に当てられている。ただ
                                                        
8 社会保障審議会児童部会ひとり親家庭への支援施策の在り方に関する専門委員会「参考
資料 4 平成 27 年度ひとり親家庭等福祉対策関係予算案の概要（第 8 回）」2015 年 1 月 23
170 346
297 625
647 606 624 101
































































し、児童扶養手当の費用は、国庫負担割合が 1/3、地方負担割合が 2/3 であるため、地方の

























僚主導のエリート主義」的な過程であると結論づけた[大友, 2009: 69]。 
 以上の研究の結果からは、母子福祉政策は社会的な要因だけでなく、政治的な要因によっ









 1990 年代以降、高齢化の進展で 1 兆円規模の自然増が見込まれる社会保障費の削減が小
泉内閣によって打ち出されたことを受けて、児童扶養手当を含む母子福祉政策も見直しが







から始まった。2001 年末には与党三党から基本方針が出され、2002 年 3 月には母子家庭等
自立支援大綱が閣議決定される。それに基づき児童扶養手当施行令等が改正され、同年 8 月
には給付水準の見直しが実施される。さらに同年 11 月には母子及び寡婦福祉法等が改正さ
れ、支給 5 年後（2008 年 4 月）から手当の一部支給停止を含む決定がなされた。しかし、
手当支給停止が始まる 2008 年に先駆けて、2006 年には当事者団体による本格的な支給停止






























それでは見直しの過程を具体的にみていこう。2001 年 9 月、将来的に離婚家庭の増加が
予見される中で、就労支援策や養育費の確保策の強化と給付水準の見直しを含む児童扶養
手当の改革案を厚生労働省が作成したことが報じられた。具体的な内容は年末の予算編成
までに詰め、その上で 2002 年の通常国会に上程する見込みであった[厚生福祉, 2001: 2]。同
年 10 月に提出された 2002 年度予算案で、厚労省は児童扶養手当に掛る予算として 2001 年




                                                        
9 「児童手当減額、年間で 360 億円 厚労省が試算」『朝日新聞』2002 年 3 月 13 日朝刊
（東京本社最終版）。 
10 2010 年 8 月から父子世帯の父も受給可能になったため、現在では「児童扶養手当の支給
を受けた父又は母」という文言になっている（下線部は筆者による）。 
11 「母子家庭の児童扶養手当を抑制へ 離婚増による財政難で厚労省検討」『朝日新聞』










した[赤石, 2008: 23]。  
厚労省の発案を受けて、2001 年 10 月には、与党三党（自民党、公明党、保守党）の厚生
労働部会で検討が開始された。そこでは厚労省からの説明や、関係団体からのヒアリングが







この基本方針に対して、同年 12 月 7 日、ハンド・イン・ハンドの会、SMF、Wink の三団
体が呼びかけ団体となって作成された「児童扶養手当の抑制案を撤回することを求める要
望書」が発表される。要望書は児童扶養手当の給付水準の引き下げの停止を求めており、特
                                                        
12 これらの団体の特徴について、簡単に触れておきたい。全母子協は、1950 年に戦争寡婦
の援護を目的に設立された全国未亡人協議会を前身とする[林編, 2000: 13-16]。現在では、
都道府県と指定都市に 56 の傘下団体を有し、会員は 30 万世帯になる[大友, 2009]。過去に
は、厚生省へ陳情や専門知識の提供を行い、母子福祉資金貸付法（1953 年公布）や児童扶





接する対抗型の政治活動を展開している[大友, 2006: 53]。Wink は、2002 年に設立された当
事者団体である。新川てるえ（Wink 代表）が、交流を目的として開設した「母子家庭共和
国」というホームページが前身である。2000 年代前半に、児童扶養手当の改正案が持ち上
がったことを契機として法人化した[NPO 法人 Wink 編, 2010: 164; 新川, 2010: 52] 。 
13 『第 155 回国会参議院厚生労働委員会会議録第 7 号』2002 年 





請願等の活動を行った[大友, 2006: 56]。 




ば、年が明けて 2002 年 1 月 23 日、母子三団体で緊急院内集会を開催し、削減案の撤回を求




いなかった」[赤石, 2008: 24]ためである。 
 当事者団体からの要望を受けた公明党の浜四津敏子代表代行、福島豊厚生労働部会長ら





れたものの、5 年経過後は給付を「一定の割合」で減額するとされた16。同年 3 月に厚生労
働省から発表された『母子家庭等自立支援対策大綱』において「一定の割合」とは最大半額
と示された。3 月 7 日、厚生労働省は 2 月に発表した政府原案に基づき「母子家庭等自立支
援大綱」をまとめた。2002 年 8 月には、就労支援策に先駆けて、児童扶養手当の給付水準
の見直しが行われた。 
 
                                                        
14 しんぐるまざあず・ふぉーらむ「児童扶養手当の抑制案を撤回することを求める要望
書」2001 年 12 月 7 日、http://www.single-mama.com/opinion/opinion20011207.html（最終閲
覧：2013/11/21）。 
15 「満額、年収 130 万円未満に 母子家庭の児童扶養手当 厚労省案」『朝日新聞』2001
年 12 月 30 日朝刊（東京本社最終版）。 









2002 年 11 月、見直しの議論の最終盤である 155 回国会には当事者団体から 5 名、専門家
3 名の合計 8 名が参考人として招致された。当事者団体には、全母子協、SMF、ハンド・イ
ン・ハンドの会も含まれており、全母子協は自民党に、SMF は社民党にそれぞれ推薦され












以上のように、2002 年改革によって「5 年後の手当支給停止」が導入されたが、2006 年
と 2007 年を中心にして、関連団体はこの規定に対する反対運動を行った。2008 年 2 月に
は、厚生労働省から通知が出され、事実上の削減凍結が実現している。 
このような反対運動が展開され始めた背景には、手当削減の代替手段として導入された
就労支援策の不調が当事者団体の間に共有され始めたことがある。2007 年 10 月 22 日、朝
                                                        
17 「児童扶養手当の給付、5 年後に減額へ 貸付金制度も創設」『朝日新聞』2002 年 2 月
20 日朝刊（東京本社最終版）。 
18 全母子協に対するアンケート調査に基づく。 
19 2002 年 11 月 7 日、衆議院厚生労働委員会における赤石千衣子（SMF 理事）の発言。 







12.4%であり、予算を組んだ 31 都道府県のうち 22 都道府県で実績がゼロであったと報じた





「安定就労が大変難しい中で、母子家庭となって 10 年が経過してもパートが 50%、そして
年収 150 万円未満が 64%を占める」という結果が得られた25。以上のような就労環境下にも
関わらず、児童扶養手当の給付水準の厳格化に伴い、全額受給者の割合は 2002 年の約 85%
から、2003 年には約 65%と 1 年で 20%低下した26。 





わせで児童扶養手当の削減凍結を打ち出した29。また、2005 年度まで「国 3/4、地方 1/4」で




ぬ」就業支援 正社員化助成、見込みの１割」『朝日新聞』2007 年 10 月 22 日朝刊（東京
本社最終版））。最終的に、この事業は 2007 年度末に廃止された[藤原, 2008: 14]。 
23 「母子家庭『収入増えず』7 割 就労支援利用は 2 割 03 年以降、NPO 調査」『朝日新
聞』2007 年 3 月 26 日夕刊（東京本社最終版）。 
24 全母子協に対するアンケート調査に基づく。 
25『全母子協ニュース第 27 号』2006 年 7 月。 
26 生活保護費及び児童扶養手当に関する関係者協議会「生活保護及び児童扶養手当に係る
分析」（木村委員 提出資料）」2005 年 10 月 19 日。 
27 「自民総裁選、福田氏優位動かず、麻生氏と一騎打ち」『日本経済新聞』2007 年 9 月
15 日朝刊（縮刷版）。 
28 「歳出削減、後退か 消費増税「いずれ」 重点分野、具体像示さず 福田・自民総裁
誕生」『朝日新聞』2007 年 9 月 24 日朝刊（経済、東京本社最終版）。 
29 「政権協議、与党、衆院選へ危機感――公明、痛み緩和の成果狙う」『日本経済新聞』
2007 年 9 月 25 日朝刊（縮刷版）。 
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あった児童扶養手当の負担割合は、2006 年度以降は「国 1/3、地方 2/3」に変更された。国







2004 年から 2005 年、全母子協は本格的な活動に先駆けて、徐々に自民党に対する働きか
けを開始していた。2004 年度の全母子協大会において「受給期間が 5 年を超える場合の手




2006 年には、より積極的な活動が開始される。同年秋の第 165 回国会に提出することを
目標として、2 月から 9 月にかけて「児童扶養手当の減額率を検討するにあたり配慮を求め
る請願運動」を実施した。全母子協は傘下の団体に協力を求め、最終的には 104 万筆の請願
と 172 名の紹介議員を確保した36。所属政党の内訳は、自民党 129 人、公明党 4 人、民主党




                                                        
30 「財源、当てないまま 与党の選挙対策色濃く 高齢者の医療費増凍結案」『朝日新
聞』2007 年 9 月 26 日朝刊（東京本社最終版）。 
31 「児童扶養手当凍結必要予算最大 160 億 政府試算」『読売新聞』2007 年 10 月 17 日朝
刊（縮刷版）。 
32 『全母子協ニュース第 24 号』2004 年 12 月。 
33 『全母子協ニュース第 25 号』2005 年 7 月。 
34 『全母子協ニュース第 25 号』2005 年 7 月。 
35 『全母子協ニュース第 25 号』2005 年 7 月。 















となっていた。自民党議員は非常に手厚くしてくれた[赤石, 2008: 34]。また、2007 年には年
明けから国会ロビーを開始し、社民党、共産党の議員を中心に接触を行った。同年 3 月 13
日に専門家を招いて開催した院内集会では、民主党の議員を中心として、社民党、共産党の
議員が参加していた。一方で、与党からは一人の出席者もいなかった[赤石, 2008: 28-29]。 
 
3-3.2007 年夏以降：与党 PT に対する働きかけ 





子家庭への支援をしっかりと進めていく」と述べた43。10 月 16 日には第 1 回与党 PT が開
催され、その場で政府から削減凍結に必要な予算が最大 160 億円になる見通しが示された
44。11 月 1 日には、全母子協、ハンド・イン・ハンドの会、Wink、SMF に対するヒアリン
                                                        
39 『全母子協ニュース第 28 号』2007 年 1 月。 
40 「厚労省、減額具体化へ共産党は中止を要求」『しんぶん赤旗』2007 年 8 月 26 日、
http://www.jcp.or.jp/akahata/aik07/2007-08-26/2007082602_02_0.html（最終閲覧日：
2015/08/20）。 
41 『東京都議会厚生委員会会議録』2006 年 11 月 27 日、『鹿児島県議会環境生活厚生委員
会会議録』2007 年 3 月 13 日。 
42 『全母子協ニュース第 30 号』2008 年 1 月。 
43 『全母子協ニュース第 30 号』2008 年 1 月。 
















してくれることになった[赤石, 2008: 33-34]。11 月 14 日には党内で児童扶養手当撤回法案
（児童扶養手当法の一部を改正する法律案）を提出する方針を固め50、12 月 5 日に国会に提
出した51。提出者は西村智奈美衆議院議員、川村博史衆議院議員、郡和子衆議院議員である
52。 
民主党が法案を提出するよりも早く、11 月 15 日には公明党が削減対象を「健康であるに
も関わらず、働く意欲のない母親」に限定するという事実上の完全凍結案を発表した53。翌
                                                        
45 『全母子協ニュース第 30 号』2008 年 1 月。 
46 『全母子協ニュース第 30 号』2008 年 1 月。 
47 大臣、局長、審議官の出席は『全母子協ニュース第 30 号』2008 年 1 月で確認した。藤
井家庭福祉課長の出席は母子福祉関係団体と厚生労働大臣との意見交換会「母子福祉関係




の意見交換会議事録」2007 年 11 月 1 日。 
49 『全母子協ニュース第 30 号』2008 年 1 月。 
50 「児童扶養手当の削減撤廃法案、提出へ 民主、必要財源は 160 億円」『朝日新聞』
2007 年 11 月 14 日夕刊（東京本社最終版）。 
51 「児童扶養手当削減 民主、衆院に撤廃法案」『朝日新聞』2007 年 12 月 6 日朝刊（東
京本社最終版）。 
52 民主党「『児童扶養手当法の一部を改正する法律案』の提出について」2007 年 12 月 5
日、http://www1.dpj.or.jp/news/files/071205jidoteate_setsumei.pdf（最終確認日：
2013/11/20）。 
53 「児童扶養手当削減、公明が完全凍結案」『朝日新聞』2007 年 11 月 16 日朝刊（東京本
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16 日には与党 PT が削減凍結で合意し、22 日には自民・公明両党が政府に対して凍結実施
を要請した54。この決定に対して、厚生労働省雇用均等・児童家庭局局長は「厚生労働省と
しては、この取りまとめの内容を真摯に受け止め、母子家庭の自立支援を応援できるよう、
適切に実施してまいりたいと考えております」55と述べた。12 月 25 日には雇用均等・児童





















                                                        
社最終版）。 
54 『全母子協ニュース第 30 号』2008 年 1 月。 



























現行の生活保護制度は、1950 年 5 月に旧生活保護法を全面改正するかたちで成立した。
この背景には、戦後の引揚者、戦災者、遺族の存在など公的扶助に対する社会的な需要の増
大や、社会保障審議会が「生活保護制度の改善強化に関する件」を政府に対して勧告したこ
とが影響している[岸, 2001: 第 3 章]。一般に、公的扶助は戦後の混乱期などには受給者が多
くなるものの、従来は社会保険制度を補完する防貧的な性格が強く、経済発展や社会保障制
度の整備に伴い役割が縮小すると考えられていた[岸, 2001: 第 1 章]。 
しかし、実際には、グローバル化、雇用の流動化、また家族のあり方の多様化などにより、
生活保護に対する需要は増大した。2014 年 3 月時点で生活保護受給者数は約 217 万人（生
活保護受給世帯数約 160 万世帯）であり、2011 年 7 月に過去最高を更新して以降、増加傾
向が続いている。生活保護費の推移をみると、2003 年度の約 2.4 兆円から 2013 年度には約
3.7 兆円と、10 年間で約 1.5 倍に増加した。 
2001 年に発足した小泉純一郎政権は、財政面における構造改革として国債発行額を 30 兆
円以下に抑えることを目標とし、予算編成過程においては歳出全般にわたる見直しを行っ
た。社会保障関係費についても制度改革等による歳出削減が求められた。具体的は、医療、
年金、介護給付費等の自然増に対して、2002 年から 2006 年にかけての 5 年間で国の一般会
計予算ベースで約 1.1 兆円（国・地方合わせて約 1.6 兆円相当）の伸びが抑制された。さら
に 2006 年 7 月には「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（以下、「骨太の方
針 2006」と呼ぶ）を閣議決定し、2007 年度以降の 5 年間も 1.1 兆円（毎年度 2.200 億円）の
抑制をする方針を示した[渡邉, 2008: 24-25]。生活保護は、このような社会保障関係費の圧縮
の対象となった。2004 年度予算では、2,200 億円の削減目標に対して、老齢加算の廃止で 167
億円削減された。また母子加算の廃止等では、2007 年度予算で 420 億円の削減、2008 年度
予算では 50 億円の削減となった[大里, 2009: 70]。 
まず、2000 年 5 月、社会福祉事業法の改正に際し、生活保護の在り方について十分検討






同年 11月 26日に発表された財政制度等審議会の「平成 16年度予算の編成等に関する建議」
では扶助費の見直しや加算の廃止を含めた「多角的かつ抜本的な改革」が必要であると指摘













て行われる」（生活保護法第 4 条 1 項）と規定されている。つまり、援助してくれる親族
や、資産・労働能力がある場合は保護の要件を充たしていないこととなるため、日本の生活
保護法は、原則として、働いている者が全くいない世帯（=非稼働世帯）を前提として制度
が設計されているという点が特徴である1[岸, 2001: 第 1 章]。 







                                                        








活保護基準等について」2003 年 9 月 30 日（最終閲覧日：2015/08/17）。 
 
生活保護制度のなかで、18 歳以下の子どもを養育するひとり親家庭と 70 歳以上の高齢者
世帯には、それぞれ母子加算、老齢加算という制度が用意されている。これは、ひとり親世
帯と高齢者世帯の持つ特別な需要に対応するための措置として用意されたものである。 




（1980 年 12 月中社審生活保護専門分科会中間的取りまとめ）である。なお、対象は「父母
の一方若しくは両方が欠けているか又はこれに準ずる状態にあるため、父母の他方又は父





他方、「老齢加算」は、老齢福祉年金制度の発足に伴い 1960 年 4 月に用意された。高齢
者の特別需要とは、「老齢者は咀嚼力が弱いため、他の年齢層に比し消化吸収がよく良質な
食品を必要とするとともに、肉体的条件から暖房費、被服費、保健衛生費等に特別な配慮を







社会保障関係費は 28.7 兆円で、その内訳は年金が約 36%（約 10.4 兆円）、医療が約 29%（約
8.4 兆円）、介護が約 8%（約 2.2 兆円）、生活保護が約 9%（約 2.6 兆円）、保健衛生が約
1%（約 0.4 兆円）、雇用労災が約 1%（約 0.3 兆円）となっている（2011 年度）4。 
 もっとも、社会保障関係費に含まれる生活保護費は、国の一般会計予算に占める生活保護
費の割合であるため、地方の負担分と合わせると約 3.6 兆円となる（国が 3/4、地方 1/4）。
その内訳は医療扶助が約 46.5%（約 1.6 兆円）、生活扶助が約 34.6%（約 1.2 兆円）、住宅
扶助が約 15.7%（約 5,651 億円）、介護扶助が約 2.1%（約 755 億円）、その他扶助が約 1.1%
（約 405 億円）となる5。 
  生活保護費の推移をみると、2003 年度の約 2.4 兆円から 2013 年度の約 3.7 兆円と、10 年
間で約 1.5 倍に増加している（図 5-2）。これは、受給者数の増加を反映したものであり、
                                                        
2 社会保障審議会福祉部会生活保護制度の在り方に関する専門委員会「第 4 回説明資料」
2003 年 11 月 18 日、http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho.html?tid=126701（最終閲覧
日：2015/08/17）。以下、専門委員会の会議録・資料は、すべて同じウェブページから引
用した。 
3 社会保障審議会福祉部会生活保護制度の在り方に関する専門委員会「第 4 回説明資料」
2003 年 11 月 18 日（最終閲覧日：2015/08/17）。 




料 2 事務局説明資料（第 1 回生活保護受給者の健康管理の在り方に関する研究会資料）」




2014 年 3 月時点で生活保護受給者数は約 217 万人（生活保護受給世帯数約 160 万世帯）で




出典：社会保障審議会生活保護基準部会「資料 2 生活保護制度の概要等について」2013 年 10 月
4 日、http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho.html?tid=126702（最終閲覧日：2015/4/1）。 
註 1：施設事務費を除く。 
註 2：平成 24 年度までは実績額、25 年度は補正後予算額、26 年度は予算。 
註 3：国と地方における負担割合については、国 3/4、地方 1/4。 
                                                        
6 厚生労働省社会・援護局保護課生活保護受給者の健康管理の在り方に関する研究会「資
料 2 事務局説明資料（第 1 回生活保護受給者の健康管理の在り方に関する研究会資料）」










るのか。生活保護については、その歴史的な展開[厚生省社会局保護課, 1981; 木村, 1981; 副
田, 1995; 河合, 1998; 岸, 2001; 佐々木, 2007]、捕捉率の低さや親族の扶養義務をめぐるも問
題など政策的な課題 [牧園, 1999; 埋橋, 2003; 橘木, 2004; 吉永, 2011; 内藤, 2012]に関する
研究に加え、改正の過程と要因を丹念に追った研究[武智, 1988a, 1989b, 1989; 1996; 岩永, 
2011]、社会運動の側から改正の過程を検討する研究[井上, 1980; 大山, 1980a, 1980b; 小川編, 
1980; 大友, 2000]が重ねられている。 
受給者数や生活保護費の推移が経済的な水準の影響を受けることは言うまでもない
が、その他に政治的な要因により、受給者数を説明しようとする試みもある。武智秀
























生活保護制度に関しては、2000 年 5 月、社会福祉事業法の改正に際し、生活保護の在り
方について十分検討すべき旨の国会の付帯決議が採択され、生活保護制度の見直しが議論
の遡上に上がった。2003 年 6 月、社会保障審議会の「今後の社会保障改革の方向性に関す
る意見」において「生活保護制度については（中略）今後、その在り方についてより専門的
に検討していく必要がある」と指摘され、さらに、骨太の方針（2004 年版）において生活保
護の適正な実施に向けた取り組みが必要である旨が指摘された。また、同年 11 月 26 日に
発表された財政制度等審議会の「平成 16 年度予算の編成等に関する建議」では扶助費の見
直しや加算の廃止を含めた「多角的かつ抜本的な改革」が必要であると指摘されている。 






係費は 2,200 億円の削減が目標とされ、生活保護制度もその対象となったのである。 
 
2-2.専門委員会での議論  
2003 年 8 月、厚労省社会保障審議会のもとに岩田正美（日本女子大学人間社会学部教授）
を委員長とする「生活保護の在り方に関する専門委員会」（以下、「専門委員会」と呼ぶ）
が設置された。専門委員会は、学識経験者 8 名、自治体代表 2 名、救護施設長とケースワー
カー各 1 名の計 12 名から構成された。専門委員会は、2003 年 12 月に中間取りまとめを公






た出口つまり自立支援の在り方が問題となった[岩田, 2003: 4]。 
専門委員会では、生活保護および自立支援プログラムは、基本的に国が責任を負って財政
的な裏付けをとるべきであるという考え方で一致していた[岩田, 2005: 35]。しかし、現実に






70 歳以上の者と 60 歳～69 歳の者との間で比較をすると、老齢加算の対象年齢である前者
の消費支出の方が少ないことが認められた9。また、京極高宣委員（日本社会事業大学学長）
                                                        
7 2002 年の「被保護者全国一斉調査」によると、老齢加算の適用対象者は 270,146 人、母
子加算の対象者は 80,168 人である（2002 年 7 月 1 日現在）。 
8 「老齢加算 政府元専門委員ら『復活すべきだ』『廃止』だけつまみぐい」『しんぶん赤
旗』2011 年 1 月 27 日、http://www.jcp.or.jp/akahata/aik10/2011-01-27/2011012703_01_1.html
（最終閲覧日：2015/08/17）。 
9 生活保護制度の在り方に関する専門委員会「生活保護制度の在り方についての中間取り




























                                                        
10 社会保障審議会福祉部会生活保護制度の在り方に関する専門委員会「第 17 回議事録」
2004 年 10 月 27 日（最終閲覧日：2015/08/17）。 
11 社会保障審議会福祉部会生活保護制度の在り方に関する専門委員会「第 14 回議事録」、
2004 年 7 月 14 日（最終閲覧日：2015/08/17）。 
12 社会保障審議会福祉部会生活保護制度の在り方に関する専門委員会「第 14 回議事録」、



























施された。まず、老齢加算は 2004 年度から、3 年間かけて段階的に廃止された。これは、
廃止の方向で検討すべきとした中間とりまとめを受けたものである。母子加算は、加算の支
                                                        
13 社会保障審議会福祉部会生活保護制度の在り方に関する専門委員会「第 17 回議事録」
2004 年 10 月 27 日（最終閲覧日：2015/08/17）。 





給対象となる子どもの年齢を 18 歳以下から 15 歳以下へ引き下げ、16 歳から 18 歳の子ども
を養育する親が支給対象外となった。支給対象外となった世帯の生活水準が急に低下する
ことのないように、2005 年から 3 年かけて段階的に廃止された。15 歳以下の子どもを養育
するひとり親世帯についても、2006 年度以降、自立支援プログラムの定着度合等を見据え
つつ見直しをすることに決定した。また、高校就学費用の支給が 2005 年度より開始された






算の廃止で 167 億円が削減された。母子加算の廃止等では、2007 年度予算で 420 億円、2008
年度予算で 50 億円が削減された[大里, 2009: 70]。母子加算の廃止に伴い、高校就学費用の







既に述べた通り、中間とりまとめを受けて、老齢加算は 2004 年から 3 年間をかけて段階
的に廃止された。また、最終報告書を受けて、母子加算は 2005 年から 3 年かけて段階的に
廃止された。これらの手続は法改正ではなく、実施要領の改訂で対応された。生活保護法で、
生活保護基準は厚生労働大臣の定める基準によって（行政的な裁量）によって決定されると
定められているためである（生活保護法第 8 条）。 
小島比登志（厚生労働省社会・援護局長）は、2005 年 3 月の厚生労働委員会において、
老齢加算は「高齢者の生活実態を踏まえて」段階的に廃止することに決定したと述べた16。
また、母子加算についても同様の考え方の下で廃止されている。安倍晋三（内閣総理大臣）
                                                        
15 『第 162 回国会参議院厚生労働委員会会議録第 3 号』2005 年 3 月 15 日。 





















に関する意見について」（2005 年 4 月 22 日）、新宿ホームレス支援機構は「新宿ホームレ







                                                        
17 『第 166 回国会参議院本会議会議録第 3 号』2007 年 1 月 30 日。 





























た[前田, 2009: 5]。以下、審査請求の概要を確認する。2004 年 5 月、同年 4 月から老齢加算
が減額されたことに対する審査請求が開始された。2004 年 9 月現在で、全国 20 都道府県で
624 件に達した23。母子加算については、2007 年、北海道から鹿児島県まで合計 145 人が審
査請求を行った[社会保障, 2007: 35]。 2009 年 5 月 15 日には、母子加算全廃に対する抗議と
して「全国一斉審査請求の日」と呼ばれる一斉審査請求が行われた。北海道から鹿児島まで
16 都道府県 140 人が審査請求を行い24、最終的には、19 道府県 180 人にまで広がった[前田, 
                                                        
21 『第 162 回国会参議院厚生労働委員会会議録第 9 号』2005 年 3 月 30 日。 
22 訴訟運動などの詳細は全国生活と健康を守る会連合会[2004]が詳しい。 
23 「最低生活費、譲れぬ線は 生活保護の老齢加算、減額」『朝日新聞』2005 年 5 月 10
日朝刊（東京本社最終版）。 













もっとも、審査請求は棄却される割合も高い。2005 年から 2010 年にかけて、審査請求が
容認される割合は 1 割以下であった28。生活保護についても同様であり、北海道では 2007 年
度に 35 人が審査請求を行い、すべて棄却された29。審査請求が棄却された後の 2005 年以降
には、北海道から熊本まで 10 都府県で、裁判に向けた支援組織や原告、弁護士の組織化が




と述べている[細川, 2007: 23]。 裁判は、自治体を対象とした行政訴訟であり、2005 年 4 月
の京都での提訴を皮切りに同年 7 月には秋田県、12 月には広島県、2006 年 2 月には新潟県、
同年 3 月に福岡県と提訴が続いた。2007 年 4 月には、この裁判を支援する目的で「生存権
                                                        
25 「生活保護減額・却下へ不服申し立て、2 年で倍増 835 件 05 年度分、朝日新聞社調
査」『朝日新聞』2006 年 7 月 16 日朝刊（3 総合、東京本社最終版）。 
26 『第 162 回国会参議院厚生労働委員会会議録第 3 号』2005 年 3 月 15 日。 
27 『第 164 回国会衆議院予算委員会会議録第 20 号』2006 年 3 月 2 日。 
28 容認される割合は、『福祉行政報告例』の「係争処分の取消」及び「係争処分の変更」
の合計から算出した。 
29 「母子加算削減に不服審査を請求 知事に受給者 23 人 ／北海道」『朝日新聞』2008 年





び「『母子加算減額は違法』 道内初、9 人提訴 札幌・釧路地裁 ／北海道」『朝日新










時期の生活保護裁判は、「第 4 の波」32と評価すべき新しい訴訟とされている[木下・尾藤, 




2007 年 4 月の「反貧困ネットワーク」準備会の結成である。この準備会は、宇都宮健児
（弁護士）が代表を務め、労働団体（10 団体/人）、福祉団体・市民団体（17 団体/人）、

















33 2007 年 7 月 1 日に反貧困ネットワーク準備会により開催された「もうガマンできない！
広がる貧困」というイベントのビラから算出した。 





があるという点で一致していた[赤石, 2008: 27]。 
このようなアイディアを提唱したのは、生活困窮者の支援を行っている湯浅誠（もや
い）であった。湯淺は長くこの問題に取り組むなかで、障害者や高齢者など社会保障制度








2 つ返事で同意した[湯浅, 2012: 88-91]。また、当時は法律家の間でも福祉の問題に対する






反貧困ネットワーク準備会は、2007 年 5 月から 7 月にかけて、来る参議院選挙に向けて
「参院選前キャンペーン」を開催した35。同年 7 月 1 日には、「もうガマンできない！広が
る貧困」という反対集会が開かれ、母子加算の廃止も議題となった[社会保障, 2007]。 




                                                        
35 反貧困ネットワーク「これまでの主な活動」http://antipoverty-network.org/activity/history
（最終閲覧日：2015/8/19）。 
36 「自民総裁選、福田氏優位動かず、麻生氏と一騎打ち」『日本経済新聞』2007 年 9 月
15 日朝刊（縮刷版）。 






 2007 年 11 月 14 日、生存権裁判を支える会によって、厚労省に対する要望活動、国会内
集会、国会議員陳情が行われた。北海道、青森、新潟、東京、京都、兵庫、広島の原告 9 名
を含む 100 人余りが参加した。国会内集会には、森まさ子（自民党）、筒井信隆（民主党）、














2009 年 4 月 1 日には、支援する会の主催で「母子加算をもとに戻せ院内集会」が開催さ
れた。この院内集会では高橋千鶴子（日本共産党・衆議院議員）も参加していた。同日には、
                                                        
誕生」『朝日新聞』2007 年 9 月 24 日朝刊（東京本社最終版）。 
38 「政権協議、与党、衆院選へ危機感――公明、痛み緩和の成果狙う」『日本経済新聞』
2007 年 9 月 25 日朝刊（縮刷版）。 
39 「概算要求基準で政府・与党合意、歳出改革、正念場続く――社会保障費抑制焦点に」
『日本経済新聞』2007 年 8 月 9 日朝刊（縮刷版）。 
40 NPO 朝日訴訟の会「自民・民主・共産・社民の議員が挨拶：生存権裁判で初の中央行











が公表された。これに対して、253 人の個人、24 団体から賛意が示された（2009 年 7 月末
現在）。地方議員もあわせると、22 名の政治家も賛同していた。うち、19 名が国会議員で








2009 年 5 月、民主党は同党の厚生労働部会の下に「母子加算の復活を目指すワーキング
チーム」（以下、「ワーキングチーム」と呼ぶ）（主査・長妻昭政調会長代理、副主査・山
井和則）を設置した。同年 5 月 25 日に開催されたワーキングチームによる当事者ヒアリン
グでは、生活と健康を守る会の支援を受けた札幌、京都、福岡の原告がそれぞれ意見を述べ
た [前田, 2009: 7]。ここでの議論を踏まえて、6 月 4 日、民主党、社民党、国民新党、共産
党の野党 4 党でいわゆる「母子加算復活法案」（生活保護法の一部を改正する法律案）を議
員立法で提出した。法案提出者は、長妻昭、川内博史、山井和則らである44。しかし、与党
は法案の審議入りを認めなかったため撤回され、6 月 16 日には 4 党が多数派を構成する参
議院に改めて提出され、可決された。所要財源は、180 億円と見積もられ、最終的に廃案に
はなったが、民主党の社会保障制度に対する態度を示した[山口, 2012: 第 3 章]。 




                                                        
43 『第 171 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 6 号』2009 年 4 月 1 日。 
44 民主党「ひとり親世帯の子どもたちの窮状を救うため『母子加算復活法案』を提出」








2009 年 8 月に行われた衆議院選挙で、民主党は母子加算の復活をマニュフェストに掲げ
て戦い、政権交代を果たした。9 月 16 日、民主党の代表である鳩山由紀夫が内閣総理大臣
に任命され、民主党、社民党、国民新党の三党による連立内閣が発足した。これに伴い、か
ねてより生活困窮者の問題に関心を寄せていた長妻昭が厚生労働大臣、山井和則がその下
で政務官に就任した。8 月 31 日、民主党は今年度中に母子加算を復活させる方針を固めた。
対象や約 10 万世帯、予算額は 10 月からの半年で約 90 億円を見込んでおり、山井が厚労省
の担当者と協議を行った47。9 月 18 日、長妻は母子加算の年度内復活を明言した48。 
しかし、母子加算の復活に必要な財源の確保をめぐる財務省との調整は難航した。財務省
は母子加算の復活や肝炎対策は認めたものの、それと引き換えに生活保護の高校就学費用
などを廃止することを迫った。10 月 20 日の午後、長妻は就学費用の廃止に反対の意を表明
したが、財務省は廃止の意向が強く、藤井博久（財務大臣）は鳩山の側近である平野博文（官
房長官）の同意も取り付けた[村田, 2010]。 
10 月 21 日の午前、厚労省・財務省の副大臣・政務官による交渉も決裂し、午後に長妻が
藤井に会談を申し入れたが藤井は面会を拒否した49。長妻は首相官邸に事前連絡なしに訪問
し、鳩山首相に「直訴」した。鳩山がバーターなしの母子加算の完全復活を支持したため、
藤井ら財務省側もこれを受け入れた[村田, 2010]。同年 12 月 1 日から母子加算を復活する告
示を公布し、2010 年 4 月 1 日以降の母子加算の復活を決定した。これに伴い、2010 年 4 月
1 日、厚労省と全国生存権訴訟原告団及び弁護団は「基本合意書」を取り交わし、係属中の
                                                        
45 「『聞こえよい政策財政滅ぼす』：社会保障政策、厚労相に聞く、医療費の効率化必
要」『日本経済新聞』2009 年 7 月 30 日朝刊（縮刷版）。 
46 「（09 総選挙）自民・舛添厚労相が来県、街頭演説で民主党を批判」『朝日新聞』2009
年 8 月 9 日朝刊（東京本社最終版）。 
47 「概算要求抜本見直し 予算の年度内決定微妙か」『読売新聞』2009 年 9 月 1 日朝刊
（縮刷版）。 
48 「（変わる？安全網）老齢加算、置き去りなの？生活保護『母子だけ復活』」『朝日新
聞』2009 年 10 月 14 日朝刊（大阪本社最終版）。 











え方自体はあったことがわかる。しかし、政権交代後の 2009 年 9 月 18 日、長妻は老齢加算
の復活は考えていないと述べた52。これは、当時厚労省が母子加算を復活させる方向で財源
確保に動いていており、代わりに老齢加算は見送られたためであった53。 
翌年、2010 年 6 月 14 日、老齢加算を廃止したのは生存権を侵害し違憲だとして、北九州









る状況にありません」と述べた55。6 月 25 日、北九州市は厚労省との協議を踏まえ、最高裁
へ上告したと発表した。この決定について長妻は、「老齢加算復活は生活保護を受けていな
                                                        
50 「基本合意書」2010 年 4 月 1 日、http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000005gqy-
img/2r98520000005gsg.pdf（最終閲覧日：2015/08/19）。 




聞』2009 年 10 月 14 日朝刊（大阪本社最終版）。 
53 「生活保護費、老齢加算、復活見送り、来年度、厚労省方針――母子加算を優先」『日
本経済新聞』2009 年 10 月 5 日朝刊（縮刷版）。 
54 「生活保護、老齢加算減額取り消し、北九州市処分で福岡高裁判決、原告側が逆転勝
訴」『日本経済新聞』2010 年 6 月 14 日夕刊（西部）。 































                                                        



















 障害者福祉の分野では、1970 年に公布された心身障害者対策基本法（1993 年に障害者基
本法へ改正）に、その基本理念と制度の大枠が規定されている。基本理念のもと、具体的な
生活支援サービスは、1946 年公布の旧生活保護法（1950 年に現行の生活保護法へ改正）、















つによって構成される。2005 年度予算でみると、施設訓練等支援費に約 2,902 億円、居宅生



























題が生じた。これに伴い、自公政権下では、➀2006 年 12 月の特別対策、➁2008 年 7 月の











                                                        
3 障害保健福祉部障害福祉課「平成 17 年度障害福祉課予算案の概要資料」2004 年 12 月
http://www.kaigoseido.net/topics/04docu/17yosanan.htm（最終閲覧日：2015/08/21）。 
















化政策に抵触したことが影響している [山田, 2013: 175-176]。1950 年に精神衛生法（1987 年
に精神保健法へ、1995 年に精神保健及び精神障害者福祉に関する法律へ改正）が制定され、





































障害者・児の総数は 366.3 万人（人口千人当たり 29 人）、知的障害者・児は 54.7 万人（同


















註 1：（ ）内数字は、総人口 1,000 人あたりの人数（平成 17 年国勢調査人口による）。 






また、年次推移は、身体障害者・児（在宅）は、1970 年は約 141 万人、1987 年は約 251
万人、1996 年は約 302 万人、2006 年は約 356 万人と増加している。知的障害者は（在宅）、
1995 年は約 30 万人、2000 年は約 33 万人、2005 年は約 42 万人と推移している。また、精
神障害者（外来）は、2005 年は約 268 万人、2008 年は約 290 万人、2011 年は約 288 万人と
推移している[内閣府, 2013]。 
なお、身体障害者・児の増加は、高齢化の影響を受けたものである。在宅の身体障害者（18
歳以上）の障害の発生時の年齢分布を見ると、40 歳代以降が 6 割強を占めており、65 歳以
上の発生に限っても 24％程度ある。障害種類別で見ると、視覚障害、聴覚障害、肢体不自
由ともに 3 割から４割程度が 40 歳までに生じているのに対し、内部障害では 40 歳までの







18歳未満 9.8万人 9.3万人 0.5万人
18歳以上 356.4万人 348.3万人 8.1万人
合計 366.3万人（29人） 357.6万人（28人） 8.7万人（1人）
18歳未満 12.5万人 11.7万人 0.8万人
18歳以上 41.0万人 29.0万人 12.0万人
年齢不詳 1.2万人 1.2万人 0.0万人
合計 54.7万人（4人） 41.9万人（3人） 12.8万人（1人）
総数 外来患者 入院患者
20歳未満 17.8万人 17.4万人 0.4万人
20歳以上 305.4万人 272.5万人 32.9万人
年齢不詳 0.6万人 0.5万人 0.1万人

























際協力（国連社会問題基金拠出金など）の 8 項目から構成される。 
2014 年度の予算額は、1 兆 4,701 億円が計上されている。内訳は、生活支援に約 73.4%、
保健・医療に約 17.0%、教育・育成に約 7.8%、雇用・就業に約 1.6%、その他に 0.2%である。





また、予算の推移をみると、2005 年度が 9,989 億円、2008 年度が 1 兆 1,775 億円、2014





や国際的な動向の影響が大きいとも評価されている [要田, 2004; 田中, 2005; 杉本, 2008; 山
田, 2013]。 
山田明は、戦後における障害者の権利保障の実現をみるとき、そこに果たした民間運動の







                                                        



































ーマライゼーション」的政策をとるのは、国際障害者年以降の 1990 年代であり［要田, 2004］、











護保険を利用できる対象を 0 歳まで広げるものである。2004 年 1 月、介護保険制度改革本
部を設置した。また少し遅れて、社会保障審議会障害者部会でも、統合案の検討が開始され
た。しかし、財界代表は介護保険料の事業主負担分が増えることから、また自治体代表は事









そのような政治的な流れを受けて、2004 年 10 月、厚労省障害保健福祉部は、「今後の障
害保健福祉施策について」（以下、グランドデザイン案）を公表した。グランドデザイン案
                                                        
6 「介護保険の対象拡大見送り 政府・与党、05 改正で方針」『朝日新聞』2004 年 12 月 3
日朝刊（東京本社最終版）。 










する狙いがあった[杉本, 2008: 238]。2004 年 11 月、厚労省は、新しいサービス体系に基づい


















うされん障害者自立支援法対策本部編, 2007: 56-57]。 
この結果、8 団体は自己負担の導入など共通して課題と考える部分に関しては協調して行
動をとることができた一方で、法律の成立を求めるか否かという根幹的な部分に関しては
                                                        
8 「障害福祉サービス『年 1000 億円抑制』 一元化に向け厚労省試算」『朝日新聞』2004






令・実施要領等に規定される今後の課題であると述べた [松本, 2005: 35]。一方、全国各地
で学習会や討論集会が重ねられ、徐々にその全貌が明らかになるにつれ、JD、DPI 日本会議、
全ろう連の立場は反対あるいは慎重審議に収斂した。藤井克徳（JD 常務理事）は、グラン
ドデザイン案を「成果打ち消して余りある応益負担」であると評価した[藤井, 2005; 26]。  
 
2-3.国会上程後の動き 





た障害者自立支援法案が閣議決定され、第 162 回国会に上程された。8 団体は意見が一致す
る部分については、協力して行動した。例えば、2005 年 4 月 7 日、8 団体は公明党と障害者
自立支援法案について意見交換を行い、「利用者負担反対」等の内容を含む要望書を提出し
た[全日本手をつなぐ育成会編, 2013: 153]。  













11 社会保障審議会障害者部会「資料 1．障害者自立支援給付法（仮称）について（第 24 回）」
2005 年 1 月 25 日。 








「障害者自立支援法案の特別国会での成立を強く要望します」（2005 年 9 月 16 日付）とい









障害者自立支援法案は、10 月には可決・成立することとなる（2006 年 4 月 1 日から一部施







                                                        









党・阿部知子議員の国会における証言。『第 162 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 34





する運動を再起する動きがあったと述べている[藤井, 2011: 102-103]。とくに、主要 8 団は、








ながら、2006 年 4 月に障害者自立支援法が施行されて以降、障害のある人とその家族によ
る自殺や心中事件が後を絶たないと指摘した[きょうされん障害者自立支援法対策本部編, 
2007: 9-11]。また、きょうされんが行った調査によると、2006 年に障害がある人やその家族
が関与した殺人事件や心中事件が 16 件起き、26 人もの命が失われた[藤井, 2011: 104-105]。
後に障害者自立支援法違憲訴訟に参加する藤岡穀弁護士は、この頃の障害者団体を指して、
「少なくない障害者、家族が命を絶つまで追い込まれた屈辱を胸に刻」んで活動を行ってい





で、DPI 日本会議らは、2006 年 6 月と同年 10 月、2 度のアンケート調査を行った。その結
果、2006 年 10 月の全面施行以降、25.8%（100 人）の利用者が、サービスの利用時間を減
らした。具体的には、「髪や体が洗えるのが月 6 回平均に減る。おむつかぶれと『じょくそ
う』ができそうで困る」（東京都在住 40 歳女性）、「体位交換が 2 回に制限されるので、
『じょくそう』ができる。苦痛で睡眠不足になりかぜなどで体調を崩す」（熊本県在住 46
歳全身性障害男性）などの影響が報告された16。 
                                                        
15 JD の加盟団体である。 




2006 年 10 月 23 日、厚労省社会・援護局障害保健福祉部は記者会見を開き、「障害者自
立支援法の実施状況について」という調査報告を公開した。これは 26 の都道府県（項目に
よっては 14 府県）で障害者福祉サービスの利用状況を調査したものであり、2005 年 6 月か

















祉部に持参し21、障害者自立支援法の見直しを求める署名約 43 万筆と併せて提出した22。 
                                                        
17 きょうされん「厚労省が公表した『障害者自立支援法の実施状況について』の問題点と疑
問」2006 年 10 月 26 日、http://www.kyosaren.or.jp/news/2006/1027_1.htm（最終閲覧日：
2014/12/17）。 
18 日身連・JD・DPI 日本会議・日盲連・全ろう連・全脊連・全育会・全家連「障害者自立
支援法の早急な見直しを求める緊急要望」2006 年 8 月 16 日、
http://www.nissinren.or.jp/news/gn20060827news1.htm（最終閲覧日：2014/12/17）。 
19 「障害者自立支援法 見直し求め集会」『毎日新聞』2006 年 11 月 1 日朝刊（縮刷
版）。 
20 10.31 大フォーラム全国実行委員会「出直してよ！『障害者自立支援法』10.31 大フォー
ラム」http://www.normanet.ne.jp/~jadh/1031.html（最終閲覧日：2014/07/01）。 
21 『第 165 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 4 号』2006 年 11 月 1 日。 













き出した25。なお、2007 年 2 月、厚労省が初めて行った障害者自立支援法の影響に関する
調査結果が公表された26。その結果、約 13 万 5,000 人の入所サービス利用者のうち 0.44%
（598 人）が、約 8 万 6 千人の通所サービス利用者のうち 1.19%（1,027 人）が、負担増を
理由に利用をやめていた。つまり、程度こそ障害者団体の調査結果とは異なるが、厚労省
のデータによっても、サービス利用の抑制という現象が生じていることが確認された。 
同時期には、JD と DPI 日本会議を中心として、「障害者自立支援法違憲訴訟」が企画さ
れ、弁護団や原告団の組織化や資金調達などの準備を開始されていた[藤井, 2011: 102]。こ
れは、障害者自立支援法、とくに応益負担の導入を違憲として、廃止を求める裁判である。






よる改善を求めた。2006 年 10 月 24 日、5 団体は、「障害者自立支援法の運用上の改善を求
                                                        
ファックス・E メール等で配信している。 
23 『第 165 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 4 号』2006 年 11 月 1 日。 
24 『第 165 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 4 号』2006 年 11 月 1 日。 
25 『第 165 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 4 号』2006 年 11 月 1 日。 
26 「福祉サービス、障害者 1600 人が利用中止 自立支援法、負担増響く」『朝日新聞』2007
年 2 月 6 日朝刊（東京本社最終版）。 
27 なお、原告に東京地裁での損害賠償請求を提起している障害児の父親 1 名を加えると 71











これを受けて、同年 11 月 29 日、自民党は「小規模作業所を支援する議員連盟」を開催
し、「緊急要望書」に応える改善案が提示した。翌 11 月 30 日、自民党政務調査会社会保
障制度調査会障害者福祉委員会（委員長・木村義雄）では、要望書が「障害者自立支援法
の円滑な運営のための改善策（中間まとめ）」（以下、「中間まとめ」と呼ぶ）に添付さ
れる形で承認・決議された[松本, 2007: 44-45]。同年 12 月 1 日、自民党と公明党は、中間
まとめに基づき、利用者負担の軽減について合意をし、官邸に対して「障害者自立支援法
の円滑な運用のための措置について（平成 18 年 12 月 1 日与党申入書）」という申し入れ
を行った[松本, 2007: 44-45]。この申し入れを受けて、3 年間で計 1,200 億円という緊急予
算措置（特別対策）が実施された。 
 
3-3.政治的機会構造の変化：ねじれ国会と自公政権下における 2 度目の見直し 






                                                        
28  日身連「日身連、全日本育成会、全家連が小規模作業所議連に緊急要望」
http://www.nissinren.or.jp/news/gn20061101news1.htm（最終閲覧日：2014/06/19）。 
29 「自民総裁選、福田氏優位動かず、麻生氏と一騎打ち」『日本経済新聞』2007 年 9 月 15
日朝刊（縮刷版）。 
30 「構造改革、薄い影 小泉・安倍時代の最大の対立軸 自民党総裁選」『朝日新聞』2007
年 9 月 17 日朝刊（東京本社最終版）。 
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当の削減凍結などと抱き合わせで、障害者自立支援法の見直しを打ち出した31。同年 9 月 27
日、自民党は障害者自立支援法を見直すための勉強会を開始した32。 
2007 年 10 月 31 日、JD、DPI 日本会議、全ろう連が中心となり、日比谷音楽堂の周辺で
「私たち抜きに私たちのことを決めないで！今こそ変えよう！『障害者自立支援法』10.30


















                                                        
31 「政権協議、与党、衆院選へ危機感 公明、痛み緩和の成果狙う」『日本経済新聞』2007
年 9 月 25 日朝刊（縮刷版）。 
32 「障害者支援法、抜本見直し始動 民主、一割負担廃止案 自民、勉強会スタート」『朝




（最終閲覧日：2014 年 12 月 16 日）。 
34 「変えよう自立支援法 障害者ら 6 千 500 人集う」『しんぶん赤旗』2007 年 10 月 31 日。 
35 企画課長の名前については、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部に照会し、回答を
得た。 




2007 年 10 月には、与党プロジェクトチーム（以下、与党 PT と呼ぶ）が設置され、12 月








与党 PT の提言を受け、対策を急ぐ事項は、2008 年度予算と「特別対策」で造成した基金
を活用した緊急措置が行われた。このなかに、利用者負担の見直しも含まれており、➀低所
得世帯を中心とした利用者負担の軽減（障害者・障害児）、➁軽減対象となる課税世帯の範






2008 年 4 月、障害者自立支援法の施行 3 年後の見直しに関する検討が、社会保障審議会
障害者部会で開始された。障害者部会は、福祉・医療・厚生関係の団体・個人が 20 名、自
治体の代表が 2 名、学識経験者が 5 名、その他 3 名の合計 30 名から構成された。日身連、
全ろう連、全脊連、全育会、日盲連が委員として参加し39、JD、DPI 日本会議の 2 団体はヒ
                                                        
日新聞』2007 年 9 月 29 日朝刊（東京本社最終版）。 
37 「障害者支援 「一割負担」なじむか 廃止か存続か、方向性出さず 社会保障審議会」





39 社会保障審議会障害者部会「資料 1 社会保障審議会障害者部会委員名簿（第 31 回）」2008
















政治環境の変化は、障害者団体に味方をしていた。2008 年 9 月の麻生政権組閣の際の連
立合意では、「障害者自立支援法の抜本的見直し」という表現が盛り込まれた42。さらに、
審議会の報告書を受けて、2008 年 12 月より与党 PT が再開された。開始早々の 2008 年 12
月 3 日には、与党 PT がサービス利用量に応じて原則一割の自己負担を課す現行制度を抜本





                                                        
40 社会保障審議会障害者部会「資料 2『ヒアリング予定団体』（第 34 回）」2008 年 6 月 30
日。 
41 社会保障審議会障害者部会「社会保障審議会障害者部会報告～障害者自立支援法施行後
3 年後の見直しについて～」2008 年 12 月 16 日。 
42 日本労働組合総連合「自公連立政権実績に対する連合の評価：責任ある政治の実現に向
けて」https://www.jtuc-rengo.or.jp/news/rengonews/data/20090802.pdf（最終閲覧日：2014/12/17）。 
43 「障害者自立支援の『負担』見直し案 与党 PT が合意」『朝日新聞』2008 年 12 月 3 日
夕刊（東京本社最終版）。 
44 与党障害者自立支援に関するプロジェクトチーム「障害者自立支援法の抜本見直しの基






















2009 年 8 月に行われた衆議院選挙で、民主党は障害者自立支援法の廃止をマニュフェス






                                                        
45 「障害者の福祉サービス、所得に応じ費用負担、『一割』撤廃  与党 PT、見直し案」『日
本経済新聞』2009 年 2 月 13 日朝刊（東京本社最終版）。「自立支援法、所得に応じた負担
に 『原則一割』削除 与党 PT」『朝日新聞』2009 年 2 月 11 日朝刊（東京本社最終版）。 
46 「3 党連立政権合意・全文 民主・社民・国民新党」『朝日新聞』2009 年 9 月 10 日朝刊
（東京本社最終版）。 




 民主政権は、障害者自立支援法の和解に向けて動いた。9 月 29 日、厚労省は、訴訟団に
対して、訴訟の解決に向けて話し合いの場を設けたい旨を申し入れた。10 月 22 日、訴訟団
は、山井和則政務官に対して、話し合いで解決するという意向を伝えた。両者は、2010 年 1






者自立支援法の一部改正案が再提出された。改正法案は、2010 年 4 月 27 日、田村憲久議
員ら自民党、公明党議員 5 名による議員立法で改正法案が提出された。5 月 20 日、与野党
は、改正法案を今国会で成立させる方向で修正協議に入った。5 月 26 日、民主党の園田康











トチーム」（以下、民主党 PT と呼ぶ）が改めて設置され50、計 8 回，57 名の関係者への
ヒアリングが行われた51。11 月 15 日、改正案を再上程することが民主党 PT で確認された
                                                        
48 両法律案の議案提出者の一覧は，2014 年 6 月 24 日に，衆議院から情報提供を受けた。 
49 『第 174 回国会衆議院厚生労働委員会 24 号』2010 年 5 月 28 日。 
50 日本障害フォーラム（JDF）代表小川榮一「内閣府障がい者制度改革推進会議第一次意
見等に関するヒアリングに際しての意見」2010 年 8 月 26 日、
http://www.normanet.ne.jp/~jdf/opinion.html（最終閲覧日：2014/06/25）。 
51 『第 176 回国会参議院厚生労働委員会会議録』2010 年 12 月 3 日。 
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52。改正案は委員長提案で、176 回国会に再提出された。11 月 18 日に衆議院、12 月 3 日に
参議院で可決され、同年 12 月 10 日には公布された。 
 
4-3.政治的機会構造：当事者団体の政策過程への参加と障害者総合支援法の成立 












骨格提言などを踏まえて、2011 年 10 月以降、民主党厚生労働部会障がい者ワーキングチ
ーム（以下、「民主党 WT」と呼ぶ）で、新しい障害者福祉施策に関する議論が開始された。
2012 年 2 月、民主党 WT および総合福祉部会会合で、厚生労働省案が示される。しかし、






                                                        
52 きょうされん理事長西村直「自立支援法『改正』案の再上程に対する緊急国会要請・抗議
行動について」2010 年 11 月 18 日、http://www.arsvi.com/o/ksr.htm（最終閲覧日：2014/06/25）。 
53 総合福祉部会の庶務は、内閣府政策統括官（共生社会政策担当）などの関係行政機関の協
力を得て、厚労省社会援護局・障害保健福祉部が行う（2010 年 4 月 12 日障がい者制度改革
推進会議決定第 5 項）。 
54 『民主党障がい者 WT（第 29 回）議事概要』（2012 年 3 月 8 日）。 




2012 年 3 月 13 日、改正案は閣議決定、国会に提出される。同年 4 月、民主・自民・公明
3 党による修正案が提出され、意思決定支援等に関する表記が追加された。2012 年 4 月 26

















判が大きかった。これに伴い、➀2006 年 12 月、➁2008 年 7 月に 2 度の特別対策が行われ、



































































and Rosenbluth, 1993=1995; ラムザイヤー・ラムスセン, 1998; Ramseyer and Ramusen, 2001, 
2006]。また、大量の訴訟を処理することが求められているにも関わらず、個々の裁判官に
十分なスタッフなどの資源が配置されておらず、裁判所は実質的な権限を行使し難い環境































すでに多くの論考が重ねられてきた [棚瀬, 1972; 淡路, 1981; 船橋, 1985; 長谷川, 1989, 















































































本稿では、障害者福祉政策、具体的には、2000 年代半ばから 2010 年代前半に盛り上がり
を見せた障害者自立支援法から障害者総合支援法へ至る政策変更の過程を事例とする。「障
























障害者自立支援法の議論は 2004 年から開始された。障害者自立支援法案は 162 回国会に
上程されたが、2005 年 8 月のいわゆる「郵政解散」のあおりを受けて、一旦審議未了で廃
案となる。その後、163 回国会に再度上程され、同年 10 月には可決・成立する（2006 年 4












介護保険制度との統合の見通しが立たなくなった 2004 年 10 月には、厚生労働省障害保
健福祉部は、応益負担を求める「今後の障害保健福祉施策について（以下、改革のグランド
デザイン案）」が公表する。自民党もまた、2005 年 1 月に「障害者の介護施策等に関する






















                                                        
















和解や裁判外での和解も視野に入れたものであった[藤岡, 2011a: 155-156]。 
 2008 年 10 月 31 日には、全国 8 地裁における第一次一斉提訴（原告 30 名）が行われた。
その後、2009 年 4 月 1 日には全国第二次一定提訴（原告 28 名）、同年 5 月 20 日には埼玉
地裁で第二次提訴（原告 5 名）、同年 8 月 25 日には岡山地裁で第三次提訴（原告 1 名）、
同年 10 月 1 日には全国第三次一斉提訴（原告 7 名）と順次訴訟が実施に移された[藤岡, 2010: 
20-23]。最終的には、原告数 70 名、弁護団員数 170 余名に至っている[障害者自立支援法違
憲訴訟弁護団編, 2011: 281]。 
 なお、訴訟団はマスコミ対応にも力を入れていた。2004 年～2005 年の障害者自立法の制
定に向けた時期に、大手新聞社（朝日新聞、読売新聞、日本経済新聞）はいずれも同法推進






第一次一斉提訴までの当時の報道の内容を列挙すると、2008 年 6 月の「一斉免除申請」は
朝新聞西日本版一面トップ、同年 7 月の全国一斉行政不服審査に関する会見を経て、9 月 17
日朝日新聞で自立支援法の矛盾を指摘する三回の連載の開始、10 月 28 日～29 日は読売新
聞社会保障室による連載、11 月 1 日は前日の一斉提訴に関する報道を各社報じた[藤岡, 




取り上げている3。朝日新聞の 2005 年 1 月～2012 年 12 月の報道量を確認すると（図 7-1）、
全面施行後減少していた報道量が、障害者自立支援法違憲訴訟の一斉提訴の行われた 2008









た。二度目は 2008 年 7 月の修正であり、特別対策の継続を決定するなどの対応がとられた。







                                                        








































































































































































































































 このような政治環境の変化を受けて、裁判過程でも変化が生じていた。9 月 24 日、政権
発足後初めての弁論が広島地裁で実施された。このなかで、国と市町村の双方を代理する被
告代理人は、三党連立合意が結ばれたことを前提として今後の訴訟遂行のあり方も検討す
る必要があるので時間的な猶予が必要である旨を述べた[藤岡, 2011b: 289]。 
9 月 29 日には、藤井康弘（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長）から、弁
護団に対して自立支援法違憲訴訟の解決に向けての話し合いの場を設けたいとの申し入れ
があった。まだ一つも判決が出ていない段階での申し出であった。その後、訴訟を係属しな
がら、11 月から 12 月に掛けて五回（政務官面談を含む）に及ぶ与党・厚労省との協議が行
われた。12 月 10 日の第二回協議では、与党・厚労省側から和解案の原案が提出された。訴
訟団は、その実、12 月 7 日の段階で、4000 文字に渡る詳細な基本合意文書を用意していた。
しかし、12 月 10 日の与党・厚労省側のペーパーとの間には、大きな乖離があった[藤岡, 
2011b: 289-299]。12 月 16 日の協議の場において、訴訟団は、与党・厚労省案を踏まえた基
本合意文書案等を提示し、12 月 22 日には「12 月 22 日原告案検討版」が政府側から示され
た。12 月 22 日～25 日には、訴訟団からは藤岡穀、政府側からは藤井康弘・中島誠（厚生労
働省社会・援護局障害福祉課長）が中心となり、文言の調整が行われ、さらに 2010 年 1 月
3 日から 6 日にも、非公式の調整が重ねられた。このような調整を経て、同年 1 月 7 日に
は、長妻昭厚労大臣、原告秋保喜美子、竹下義樹が代表して調印し、基本合意文書が締結し
裁判上の和解が結ばれた[藤岡, 2011b: 298-302]。 
  基本合意は、①障害者自立支援法廃止の確約と新法の制定、②障害者自立支援法制定の総
括と反省、③新法制定に当たっての論点（利用者負担のあり方、制度の谷間のない「障害の
                                                        








以上のような裁判過程とは別の文脈で、2010 年 4 月 27 日、自民党・公明党から議員立
法（田村憲久ほか 4 名）で、5 月 26 日には民主党から同じく議員立法（園田康博ほか 6
















ェクトチームでの計 8 回・57 名からヒアリングを経て8、176 回国会に再提出され、同年
12 月には可決・公布されることとなる。 
 
                                                        
6 『第 174 回国会衆議院厚生労働委員会 24 号』2010 年 5 月 28 日 
7 DPI 日本会議「『私たち抜きに私たちのことを決めるな』『障害者自立支援法改正案』
に対する緊急アピール」2010 年 5 月 26 日。 





さて、2009 年 12 月、日本の障害者に関わる制度について集中的に議論する目的で、内閣
総理大臣を本部長とする障がい者制度改革推進本部が内閣府に設置され、障がい者制度改
革推進会議が開催されることとなった。同会議の委員には、訴訟団の弁護団長を務めた竹下



















「骨格提言」や 2011 年 7 月に制定された「障害者基本法」を踏まえて、2011 年 10 月に
は、民主党厚生労働部会障がい者ワーキングチーム（座長・中根康浩）（以下、民主党 WT
と呼ぶ）が設置された。同年 11 月から 12 月には、法案に盛り込むべき事項について障害者
                                                        
9 なお、田中伸明は弁護士であり、違憲訴訟の愛知弁護団のメンバーでもあった[藤岡, 2011c: 
350]。 
10 障がい者制度改革推進会議総合福祉部会『障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部
会の提言：新法の制定を目指して』2011 年 8 月 30 日。 
161 
 
団体から六回のヒアリングを行い、2012 年 1 月には、骨格提言のポイントについて三回に
渡る議員間討議が行われた。 






2012 年 2 月 9 日には、障害者自立支援法違憲訴訟原告団全国弁護団・薬害肝炎全国弁護
団など 13 の弁護団から「国による基本合意の反故を許さない！集団訴訟弁護団共同抗議声
明」が、野田佳彦首相、小宮山洋子厚生労働大臣に対して提出された。 
2012 年 2 月 21 日、28 日、3 月 1 日には、民主党 WT で厚労省案の修正が行われた[全日














                                                        
11 『障がい者制度改革推進会議総合福祉部会（第 19 回）議事録』2012 年 2 月 8 日。 
12 『民主党障がい者 WT（第 29 回）議事概要』2012 年 3 月 8 日。 





省案では 48 項目（80%）あったが、閣議決定の段階では 38 項目（63.3%）まで減少した。
そして、不十分ながら検討を行った事項（＝「△」）は、厚労省案の 9 項目（15%）から、














                                                        
を議論する予定はなかった。そのため、この資料を作成し、部会の元メンバーやマスメデ
ィア、各政党に送付したものである。 
〇 △ × 合計 〇 △ × 合計
3 9 48 60 5.0 15.0 80.0 100.0
1 21 38 60 1.7 35.0 63.3 100.0
障害（者）の範囲 0 1 0 1 0.0 100.0 0.0 100.0
地域生活の資源整備 0 3 0 3 0.0 100.0 0.0 100.0
支援（サービス）体系 0 8 11 19 0.0 42.1 57.9 100.0
相談支援 0 2 3 5 0.0 40.0 60.0 100.0
法の理念・目的・範囲 1 3 7 11 9.1 27.3 63.6 100.0
選択と決定（支給決定） 0 2 6 8 0.0 25.0 75.0 100.0
権利擁護 0 1 3 4 0.0 25.0 75.0 100.0
報酬と人材確保 0 1 5 6 0.0 16.7 83.3 100.0
移行支援 0 0 2 2 0.0 0.0 100.0 100.0




















に報じるような。2006 年 10 月の自立支援法全面施行をピークとして減少傾向にあった障害
者自立支援法関連の報道量を、2008 年 10 月の全国一斉提訴が押し上げていた。他方、報道
内容をみると、障害者自立支援法の成立以前には、三大紙のなかではもっとも障害者の問題
に好意的であると考えられる朝日新聞は、2005 年 5 月「障害者には苦い薬だが」飲まなけ
ればならないという自立支援法賛成の論説を展開した。障害者自立支援法に反対する立場
の者にとっては厳しい世論であるといえるだろう。しかし、2008 年 6 月には自立支援法問
題を西日本版一面で報じ、9 月には自立支援法の問題点を指摘する三回の連載を組んだ。そ




















































































示した。第 1 章では、仮説と分析のモデルを示した。第 2 章及び第 3 章では、量的な調査デ
ータを利用して、福祉団体の行動様式とその特徴、具体的には政治的機会構造と行動様式と


















































































                                                        

































































































ついては、2012 年 9 月、母子家庭の母と父子家庭の父の就業支援を行うことを目的とする
「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業に関する特別措置法」が成立・公布された（2013 年
3 月に施行）。また、児童扶養手当は、2010 年 8 月から父子世帯が、2012 年 8 月から配偶
者からの暴力（DV）で裁判所からの保護令が出た場合が、それぞれ支給の対象となった。






















安倍政権は、物価の下落などを勘案し、2013 年度予算で生活扶助費を 3 年かけて現行の水
準より約 850 億円（国庫負担分の約 8.5%）削減することを決定した。生活扶助とは、衣食
その他日常生活の需要を満たすために必要なものと移送費によって構成されており（生活
保護法第 12 条）、8 種類の生活保護の種類のなかでもっとも基本的な費用を構成している。
具体的には、支給基準額で約 670 億円、年末に支給される期末一次扶助の削減で約 70 億円、
受給者が働いて得た収入から仕事に関する経費を差し引く特別控除の廃止で約 110 億円の
削減がそれぞれ予定されていた1。 
具体的には、平均で 6.5%（最大で 10%）の引き下げであり、全体の 96%の世帯が削減対
象となった。なお、1950 年に現行の生活保護法が制定されて以来、生活保護（扶助）基準が
引き下げられたのは、2003 年度に 0.9%、2004 年度に 0.2%の 2 回だけであり、今回の引き
下げは前例をみない大規模なものになっている[尾藤, 2013]。生活扶助基準は、2013 年 8 月、
2014 年 4 月、2015 年 4 月に 3 度に渡って引き下げられた。 
また、2013 年 12 月、就労による自立の促進、不正・不適切受給対策の強化、医療扶助の
適正化を主な内容とする生活保護法の一部改正が行われた（2014 年 7 月施行）。同時に、
生活困窮者自立相談支援事業などの実施を通して、生活困窮者の自立の促進を図ることを





                                                        















 まず全体的な枠組みは、2011 年 7 月、障害者基本法の改正が行われた（同年 8 月に施行）。
2013 年 6 月、障害の有無に関わらず全ての国民が相互に人格と個性を尊重する社会の実現
に資することを目的とした「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（差別障害
者差別解消法）が成立した。 
 生活支援に関連する法律をみると、2012 年 6 月、障害者総合支援法が成立したことは本
文で述べた通りである（2013 年 4 月、2014 年 4 月に施行）。障害者の生活環境を整えるた




者優先調達推進法）が成立した（2013 年 4 月に施行）。また、雇用・就労に関係する法律
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編, 2009]で利用された 24 の政策領域とした。「厚生・福祉・医療政策」のように、三つの
政策分野をまとめて問うている場合は、「厚生」、「福祉」、「医療」とカテゴリ化し直し











士大観』は、1977 年から 2014 年までの間に 16 回出版されている（1978 年（本編・別冊）、
1982 年、1987 年、1991 年、1995 年、1998 年、2000 年、2003 年、2005 年、2007 年、2009
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ータ数は、表 Appendix-3 に示した通りである。 
なお、⑯多重債務（クレサラ）の分類があるのは 2010 年版のみのため、この分類につい









１ 財政政策 １ 財政
２ 金融政策 ２ 金融
３ 通商政策 ３ 通商
４ 業界の ４ 業界
産業振興政策 ５ 産業振興
５ 土木・建築 ６ 土木
・公共事業政策 ７ 建築
８ 公共事業
６ 運輸・交通政策 ９ 運輸
10 交通
７ 通信・情報政策 11 通信
12 情報
８ 科学技術政策 13 科学技術
９ 地域開発政策 14 地域開発
10 外交政策 15 外交
11 平和・安全 16 平和
保障政策 17 安全保障
12 治安政策 18 治安
13 司法・人権政策 19 司法
20 人権
14 教育政策 21 教育
15 女性政策 22 女性
16 地方行政政策 23 地方行政
17 労働政策 24 労働
18 農業・林業 25 農業
・水産政策 26 林業
27 水産業／漁業
19 消費者政策 28 消費者
20 環境政策 29 環境
21 厚生・福祉 30 厚生
・医療政策 31 福祉
32 医療
22 国際交流・協力 33 国際交流
・援助政策 34 国際協力
35 国際援助
23 文教・学術 36 文教
・スポーツ政策 37 学術
38 スポーツ






表 Appendix 1-2：キーワード一覧 
 























































 全国母子寡婦福祉団他協議会についてアンケート調査を行った。2013 年 10 月に事前に訪






訪問場所：一般財団法人 全国母子寡婦福祉団体協議会（東京都品川区東大井 5-26-20 
アクシルコート大井仙台坂 104） 











総数            人 
役員数            人（うち有給          人） 




 Ａ 個人会員の会員数 Ｂ 団体会員の会員数 （Ｃ 所属人数の合計） 
(A) 組織の設立時 人 団体 （        人） 
(B) 10年前（2003年） 人 団体 （        人） 












A 許認可を受ける関係がある １ 該当する ２ 該当しない 
B 法的規制を受ける関係がある １ 該当する ２ 該当しない 
C 行政指導を受ける関係がある １ 該当する ２ 該当しない 











































































１ 受けている ２ 受けていない 
  ↓１の場合 
付問．受けている場合は、おおよそで結構ですので最新年度の金額と、具体的な省庁名をご記入くだ
さい。 




1．ある                         2．ない 
↓ある場合 
付問 1 ．過去 1 年間に何回程度マスメディアに報道されましたか。テレビ、新聞、雑誌などの合計をご
記入ください。回数            回 
 
付問 2．貴組織のどのような活動について、報道されたのでしょうか。 







国会議員（    人） 議員名／政党名（                    ） 
地方議員（    人） 議員名／政党名（                    ） 




国会議員（    人） 議員名／政党名（                    ） 
地方議員（    人） 議員名／政党名（                    ） 




人数（       人） 議員名／政党名（                    ） 




人数（       人） 議員名／政党名（                    ） 




国会議員（    人） 議員名／政党名（                    ） 
地方議員（    人） 議員名／政党名（                    ） 








                                  回 
 
付問．具体的に、どのような場で面会するのでしょうか。 
1．理事会          2．各地の研修大会      
3．理事会や研修大会以外にも、非公式に面会したり意見交換する  4．その他（       ） 
 
問10.毎年、理事会が開催されていますが、具体的には誰が参加されているのでしょうか。 
1．理事   2．全国母子部会、各地の母子部   3．事務局    4．その他（    ） 
              ↓2が参加している場合 
付問．全国母子部会が設立される以前も、参加されていましたか。 




















1．各地の母子部が要望した               2．理事会が決定した  
3．事務局が要望した             4．その他（                         ） 
 
問14.2005 年度には母子部の活動目標が「新規会員獲得」と「児童扶養手当の受給開始 5 年後の減
額率の緩和を要旨とした活動」の二つに定めされました。この活動目標はどのような経緯で定め
られたのでしょうか。 
1．全国母子部会や各地の母子部が要望した   2．理事会が決定した  






１ あった ２ なかった 
  ↓１の場合 
付問． あった場合は、具体的な省庁名や政党名をご記入ください。 
政党名                   省庁名                     
 
問16.この活動に必要な情報を、誰から入手しましたか。具体的な機関名をご記入ください。 
政党名                          省庁名              










 Ａ．働きかけ先  Ｂ． 働きかけの内容 
1 自民党 1  2  3  4 
2 公明党 1  2  3  4 
3 民主党 1  2  3  4 
4 社民党 1  2  3  4 
5 共産党 1  2  3  4 
6 厚生労働省 1  2  3  4 
7 法務省 1  2  3  4 
8 6～７以外の中央省庁（省庁名               ） 1  2  3  4 
9 他の当事者団体 1  2  3  4 
10 マスメディア 1  2  3  4 
11 その他（具体的に                       ） 1  2  3  4 


























問20.2007 年 11 月、「舛添要一厚生労働大臣と厚生労働省関係者との意見交換会」に参加され、経
済的支援の継続を要望されました。どのような経緯でこの会合に参加されることになったのです
か。 










  ↓１の場合 
付問．  あった場合、（１）要望を伝えた相手はどのような組織のどのような立場の方だったでしょうか。
（２）また、概ねの回数を教えてください。   
（１）                              （２）                           
 
問23.2007 年 11 月には与党児童扶養手当に関するプロジェクトチーム会合に出席し、就労支援の苦
しい現状などを説明されました。どのような経緯でこの会合に参加されることになったのですか。 
1．参加を打診された    2．参加を要望した    3．その他（                    ） 
↓１もしくは２の場合       
付問．打診をしてきた相手、または要望をした相手はどのような組織のどのような立場の方だった
でしょうか。 







問25.2007 年 11 月には自民党母子・寡婦福祉対策議連会議に参加され、要望書を提出されました。
どのような経緯でこの会合に参加されることになったのですか。 







問27.2007 年 10 月には公明党厚生労働部会の会合に参加され、児童扶養手当の減額措置に対する
要望を行われましたが、どのような経緯で参加されることになったのですか。 
1．公明党から参加を打診された 2．公明党に対して参加を要望した 3．その他（   ） 
↓１もしくは２の場合       
付問．打診をしてきた相手、又は要望をした相手は公明党のどのような立場の方だったでしょうか。 








1．自民党から参加を打診された 2．自民党に対して参加を要望した 3．その他（   ） 
↓１もしくは２の場合       
付問．打診をしてきた相手、または要望をした相手は自民党のどのような立場の方だったでしょうか。 








1．行った              2．行っていない 
↓1の場合 
付問１．具体的に、どのような団体と協力して活動をおこなったのでしょうか。 
団体名                                                       
 
付問２．具体的に、どのような活動を協力して行ったのでしょうか。 
活動内容                                                      
 
問31.活動の成果として、どの程度意見が反映されたとお考えですか。  

















１ あった ２ なかった 
  ↓１の場合 
付問． あった場合は、具体的な省庁名をお答えください。 




政党名                          省庁名              










 Ａ．働きかけ先  Ｂ． 働きかけの内容 
1 自民党（議連、委員会など党内の組織を含む） 1  2  3  4 
2 公明党 1  2  3  4 
3 民主党 1  2  3  4 
4 社民党 1  2  3  4 
5 共産党 1  2  3  4 
6 厚生労働省 1  2  3  4 
7 法務省 1  2  3  4 
8 6～７以外の中央省庁（省庁名               ） 1  2  3  4 
9 他の当事者団体 1  2  3  4 
10 マスメディア 1  2  3  4 
11 その他（具体的に                       ） 1  2  3  4 
12 どこにも働きかけなかった  
 
問35.2002 年 11 月には貴組織の理事長が国会に参考人として招致され、母子及び寡婦福祉法等の改正に対し
て意見を述べました。どのような経緯で国会に招致されることになったのですか。 
1．招致を打診された    2．招致を要望した    3．その他（                ） 
↓１または２の場合       
付問．付問．打診をしてきた相手、又は要望をした相手はどのような組織のどのような立場の方だったでしょう
か。 
















1．行った    2．行っていない 
↓1の場合 
付問１．具体的に、どのような団体と協調して活動をおこなったのでしょうか。 
団体名                                                       
 
付問２．具体的に、どのような活動を協力して行ったのでしょうか。 
活動内容                                                      
 
問38.活動の成果として、どの程度意見が反映されたとお考えですか。  


































































１．原発 ADRへの申立を優先する   ２．訴訟を優先する   ３．どちらも優先しない 
 
Ⅱ．集団訴訟の弁護を行っている弁護団の方におたずねします。その他の弁護団の方は、4 ページの
問 14 へ進んでください。 
 
問 3．あなたの弁護団で弁護している集団訴訟に名前があれば、ご記入ください。 
（                                             ） 
 
問 4．裁判の被告は誰ですか。あてはまるすべての番号に〇印をつけてください。 
１．東京電力株式会社        
２．国        






          裁判所          支部 
 
問 6．2014 年 9 月 30 日現在、第何次提訴まで行っていますか。数字を記入してください。 
第                 次 
 
問 7．提訴日を該当欄に記入してください。 
１．第 1次 西暦    年    月    日 ５．第 5次 西暦    年    月    日 
２．第 2次 西暦    年    月    日 ６．第 6次 西暦    年    月    日 
３．第 3次 西暦    年    月    日 ７．第 7次 西暦    年    月    日 
４．第 4次 西暦    年    月    日 ８．それ以上あれば 西暦   年  月  日 
 
問 8．集団訴訟に参加している原告の世帯数と人数をご記入ください。 
（          ）世帯（         ）名 
 
問 9．提訴ごとに、A 原告の世帯数と B 人数をご記入ください。 
 Ａ 世帯数 Ｂ 人数 
１．第 1次提訴 世帯  名  
２．第 2次提訴 世帯  名  
３．第 3次提訴 世帯  名  
４．第 4次提訴 世帯  名  
５．第 5次訴訟 世帯  名  
６．第 6次訴訟 世帯  名  
７．第 7次訴訟 世帯  名  
８．それ以上 世帯 名 
 





 Ａ 世帯数 Ｂ 人数 C 震災前の居住地名 
１．福島県 避難指示等対象区域 世帯  名  
 
２．福島県 自主的避難等対象区域 世帯  名  
 
３．福島県 その他 世帯  名  
 













福島県外に居住している原告（             ）世帯（           ）名 
現在の居住地名      （                                         ） 
 





福島県内に居住している原告（             ）世帯（           ）名 







１．原状回復   
２．慰謝料   
３．実損害   







2 0 1   年     月     日 
 
問 15．弁護団の名前があれば、ご記入ください。 
（                                             ） 
 
問 16．弁護団の設立時、及び現在（2014 年 9 月 30 日）の弁護団員数をご記入ください。 
１．弁護団の設立時 （           ）名 




（                                           ） 
 
問 18．あなたの弁護団には、事務局がありますか。ない場合には、「０」に〇印を付けてください。 
１．ある         ０．ない    問 19へ 










１．有給の常勤職員    （     ）名     ０．いない 
２．有給の非常勤職員   （     ）名     ０．いない 
３．ボランティア・スタッフ（     ）名     ０．いない 
        
問 19．弁護団が結成された理由について、次に挙げる理由はどの程度重要でしたか。 
 







5 4 3 2 1 
２．結成時にはあまり業務はなかったが、早晩、
弁護団が必要になると見込まれたため 
5 4 3 2 1 
３．原発事故の被災者支援に関して 
問題意識を持っていたため 
5 4 3 2 1 
４．その他（具体的に：  
                   ） 































１．あてはまらない ２．あまりあてはまらない ３．ややあてはまる ４．あてはまる ５．どちらとも言えない 
 
 弁護団長 事務局長 弁護団員 
Ａ．過去に原子力発電所に関わる裁判を弁護したことがある       
Ｂ．過去に権利擁護など社会的な問題に関わる裁判を弁護したことがある       
















問 25．あなたの弁護団の 2013 年度の収入額（円）をご記入ください。なお、収支決算書など収入がわか
る書類をお渡しいただける場合は、ご記入いただかなくても結構です。 
 







１．弁護士会・日弁連 ５．中央省庁の官僚 ９．シンクタンク・研究所 
２．原発賠償に関わる他の弁護団 ６．地方自治体の職員 10．NPO・NGO・市民団体 
３．国会議員（政党名：        ） ７．企業 11．マス・メディア 





１．非常に頻繁  ２．かなり頻繁  ３．ある程度  ４．あまりない  ５．全くない 
                                     問 28へ 
付問．どのような機関や政党に対してでしょうか。具体的な政党名や省庁名をすべてご記入ください。 
１．政党（具体的に：                               ） 












ない  ない 
Ａ．弁護団の代表が会見を申し込む 5 4 3 2 1 
Ｂ．弁護団員や原告が手紙・電話・電報・ＦＡＸ・ 
電子メールなどを用いて働きかけをする 
5 4 3 2 1 
Ｃ．弁護団員や原告を動員して政党や行政のところへ行く 5 4 3 2 1 
Ｄ．すわりこみなどの直接行動をとる 5 4 3 2 1 
Ｅ．大衆集会を開く 5 4 3 2 1 
Ｆ．自らの意見を出版物やレポートなどの形で提出する 5 4 3 2 1 
Ｇ．請願のための署名を集める 5 4 3 2 1 
Ｈ．パブリック・コメントを提出する 5 4 3 2 1 
Ｉ．マス・メディアに情報を提供する 5 4 3 2 1 
J．その他（具体的に： 























表 Appendix 4-1：戦後の障害者施策に係る主な関連法令の動向 
  ➀全体的枠組み ➁生活支援 ➂生活環境 ➃教育・育成 ➄雇用・就業 ➅その他 
1946年   旧生活保護法公布   官立盲人学校及び聾唖学
校官制公布（4月） 
    















          労働省 肢体障害者職業
安定要綱策定（12月） 
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1950年   生活保護法公布（5月）         




        




        
1951年   社会福祉事業法公布（3
月） 
      児童憲章の制定（5月） 




      福祉事務所発足（10月）：
民生安定所を改組 
    身体障害児の療育指導、
補装具公布制度創設（6
月） 























            戦傷病者戦没者遺族等援
護法公布（4月） 










  第 1回全国精神衛生大会
開催（10月）：以降、毎年
開催 
    社会福祉事業振興法公布
（8月） 
        
    精神薄弱児対策基本要綱
事務次官会議で決定（11
月） 
        















    
    厚生年金保険法の公布（5
月） 
        
    精神衛生法の改正（6
月）：覚醒剤中毒者を精神
障害者に準じて取り扱う 
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1955年           第 1回アジア盲人福祉会
議、東京で開催（10月） 




    
        公立擁護学校整備特別措
置法公布（6月） 
    






    




    




    










    国民健康保険法公布（12
月 
  学校保健法を公布（4月）     
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    国民年金法公布（4月）         













































    障害者福祉年金支給開始
（11月） 
    身体障害者雇用促進月間
設定（9月）：以降毎年 
  






















    
    国立久里浜療養所にアル
コール専門病棟開設（11
月） 
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1964年   国立函館光明寮設置（1
月）：6月に国立函館視力
障害センターと改称 











      アジア地域で最初のパラリ
ンピック東京大会開催（11
月）：22 カ国 567人参加 




















        
    母子保健法公布（8月）：
母子保健施策を総合的、
体系的に整備 
        




















      第 1回全国ろうあ者体育
大会、東京都で開催（10
月） 
    児童福祉法の改正（8
月）：重症心身障害児施設
の創設等 
        
    精神薄弱者福祉法の改正
（8月）：授産施設の新設） 
        
1968年     NHK、日本放送協会受信
料の免除基準公告（4月） 
      

















    





























  第 1回日本車椅子バスケ
ットボール選手権大会、東
京都で開催（11月） 




視能訓練士法公布（5月）     
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      国際協力事業団（JICA）設
立（8月） 
            厚生省、小児慢性特定疾
患治療研究事業を実施（9
月） 






















            第 1回社会福祉機器展開
催（11月）：以降、毎年開
催 

























      



















        












































    第 1回大分国際車いすマ
ラソン大会開催（117名参
加）（11月） 
            政府、毎年 12月 9日を障
害者の日と宣言（12月） 
1982年     身体障害者の利用を配慮
した建築設計標準を策定
（3月） 
    国際障害者年推進本部、
障害者対策に関する長期
計画を決定（3月） 




    障害者対策推進本部を設
置（閣議決定）（4月） 
            総理府、第 1回障害者の
日・記念の集いを開催（12
月）：以後毎年 




    第 1回障害者自転車競技
大会群馬県で開催（10月） 
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1986年   国民年金法改正（4月）：
障害基礎年金制度の創設 
      第 23回国際社会福祉会
議、東京で開催（8月） 





        















    国立吉備高原職業リハビ
リテーションセンターの開
設（岡山県吉備中央町） 
  義肢装具士法公布（6月）   総合リハビリテーション研
究大会'87、東京で開催（6
月） 








1988年           第 16回国際リハビリテー
ション世界会議を東京で開
催（9月） 










            第 6回国際義肢装具連盟
世界会議を神戸で開催
（11月） 



























      運輸省、鉄道駅における
エスカレーターの整備指針
を策定（6月） 





      JR等の運賃割引が知的
障害者へ適用拡大（12
月） 
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            第 1回全国ボランティアフ
ェスティバル、兵庫県で開
催（10月） 























































      建設省、生活福祉空間づ
くり大綱を策定（6月） 
      




      




      
      建設省、高齢者・身体障害
者の利用に配慮した建築
設計標準を策定（10月） 
      
1995年   総理府、市町村障害者計
画策定指針を策定（5月） 
      障害者対策推進本部、障
害者週間の設定（6月） 




























            アジア太平洋障害者の十
年中間年記念芸術祭「ア
ジアの風」開催（11月） 















      郵政省、障害者等電気通
信整備アクセシビリティ指
針の告示（10月） 
    世界人権宣言 50周年・人
権擁護委員会制度 50周
年記念月間（12月） 
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    厚生省、地域福祉権利擁
護事業を開始（10月） 
        
    公衆衛生審議会、精神保
健福祉法の施行について
を意見具申（11月） 
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      旅客施設における音によ
る移動支援方策ガイドライ
ンを策定（10月） 
    障害者基本計画を策定
（閣議決定）（12月） 
      道路の移動円滑化整備ガ
イドラインを策定（12月） 
    重点施策実施 5か年計画
を策定（12月）：障害者施
策推進本部決定 
      自主防災組織の手引きを
改訂（12月） 
      













    
      身体障害者補助犬法の完
全施行（10月） 


















文科省、学校施設バリアフリー化指針を策定（3月）     











    障害者自立支援法の成立
（10月） 
    改正障害者雇用促進法の
一部施行（10月） 
  























    改正学校教育基本法等の
施行（4月） 
    





















        
  改正障害者基本法の施行
（8月） 
          










    
    障害者虐待防止法の施行
（10月） 












註 1：➀全体的枠組みから➄雇用・就業という分類は、内閣府の『障害者白書』の中で 2004年度から用いられ始めた分類方法である。1946年から 2003年分までは、以下に






出典：1946年から 2002年までは、内閣府. (2003).「障害者施策の主な歩み」. 『平成 16年度版障害者白書』. 210-227。2003年および 2004年の一部は、内閣府. (2003).「障





表 Appendix 5-1：母子寡婦福祉法制の動向 






        寡婦並びに戦没者遺族
の福祉に関する国会決
議（5月） 




            労働省婦人少年局、未
亡人・帰還者家族の生
活調査を実施（9月） 









1953年     母子家庭貸付要領のよ
る生業資金等の貸付開
始 
    未帰還者留守家族等援
助法の公布（8月） 












  寡婦控除限度額の引き上げ 
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1956年           売春防止法の公布（5
月）：当時売春婦 55万
人 
1957年           引揚者給付金等支給法
の公布（5月） 










          国民健康保険法の制定
（12月） 
  











1960年   厚生省、母子福祉セン
ター設置要綱を通知（4
月） 
    母子福祉貸付等に関す
る法律の公布（7月） 
  





















1962年         児童扶養手当の支給開
始（1月） 
  
1963年   厚生省、母子休養ホー
ムの設置について通知
（3月） 







      児童扶養手当法の公布
（11月） 
  
1965年   母子保健法の制定（8
月） 
        
1967年   厚生省、全国 33か所の
保育所に 0歳児入所決
定（4月） 
        










          療育資金の新設   





















1974年   母子家庭介護人派遣事業制度が新設（10月）       
1975年   育児休業法が成立（7月）     国際婦人年世界会議が
メキシコで開催（6
月） 
    母子家庭介護人派遣事業制度が開始     国際婦人年日本大会が
開催（11月） 











1977年           寡婦等雇用実態調査が
行われる(4月） 
1978年     寡婦等職業相談員の設
置（4月） 
    総理府、婦人白書を創
刊（1月） 





          
1982年 母子及び寡婦福祉法の
施行（4月） 
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    ひとり暮らしの寡婦に介護人派遣事業の開始       
1989年   母子家庭等同居の祖父母に介護人派遣事業開始       













1995年   父子家庭に介護人派遣事業開始       
















       中央児童福祉審議会に児童扶養手当部会が設置
される（9月） 
  











































    




    


















      
     母子家庭の母の就業の
支援に関する特別措置
法成立（7月） 
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      厚労省、母子家庭等就
業・自立支援センター
事業の創設 
      





      
2006年     マザーズハローワーク
を全国 13か所に設置 
      
2007年     母子自立支援プログラ
ム策定等事業の創設 
      




      















      
























    次世代育成支援対策法
の一部改正法の公布・
一部施行（4月） 
























































      
註 1： 2002 年の「母子家庭等自立支援対策大綱」では、母子福祉施策が➀子育てや生活支援策、➁就労支援策、➂養育費の確保策、➃経済的支援策と四分類された。
この四分類に基づき、戦後の母子寡婦福祉法制を筆者が分類し直したものである。 
出典：戦後から 2000 年までは主に全国母子寡婦福祉団体協議会[2000]、養育費は主に下夷[2008]、2000 年代の展開は主に厚生労働省「母子家庭の母及び父子家庭の
父の自立支援施策の実施状況」（各年版）を参照に作成した。また、厚生労働省の報道発表資料やウェブページも参照した。 
 
